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第１節 震災復興推進体制の整備 

 

１．震災復興本部の設置 

（１）復興部組織体制の整備 

 復旧・復興に関する情報管理を一元化して、

被災者を総合的に支援し、熊本地震からの復

興を着実に進めるため、平成 28 年 5 月 6 日、

政策局に復興部を新設した。復興部は部長以

下 40 名体制で、震災復興計画の策定や災害復

旧・復興に係る総合調整を担う復興総務課、

被災者の生活全般の支援を進める生活再建支

援課、住宅支援を進める住宅再建支援課の 3

課で発足した。 

 

図表 10-1-1 復興部組織体制 

課  名 班  名 業 務 内 容 

総務班 

（7 名） 

 

① 災害復興・災害救助法に係る国県要望 

② 災害関連渉外、広報 

③ 部内事務の連絡調整および部内の予算、決算 

④ 部の庶務 

 

 

 

 

復興総務課 

（課長 1 名） 

 

 

 

企画班 

（7 名） 

 

① 災害復興計画の策定 

② 災害復旧事業の総合調整 

③ 復興重要事業の企画（他部署の事業を除く）および

総合調整 

④ 熊本市震災復興本部 

生活支援推進班 

（7 名） 

 

 

① 支援策の企画、調整 

② 災害義援金の配分に関すること 

③ 被災者生活再建支援制度（他課に属さない支援業

務） 

④ ボランティア、ＮＰＯ等の協力調整 

 

 

生活再建支援課 

（課長 1 名） 

 

総合相談窓口 

（7 名） 

① 各窓口の案内 

② 生活再建支援、法律相談（他課に属さない相談業務）

仮設住宅等管理班

（4 名） 

① 仮設住宅等の入退去等の管理 

② 入居者の諸相談に関すること 

復
興
部 

（
部
長 

１
名
） 

 

住宅再建支援課 

（課長 1 名） 住宅相談支援班 

（4 名） 

① 仮設住宅の修理 

② 被災者住宅の相談等 

 

（２）震災復興本部の設置 

その後、平成 28 年 5 月 9 日、熊本地震によ

る被災からの復旧・復興に関する市政運営の

方針および重要な事務事業の周知並びに復

旧・復興に関する情報の交換を行い、全庁的

な情報共有を図ることにより、復旧・復興を

効果的かつ迅速に推進するため、震災復興本

部を設置した。震災復興本部は、本部長であ

る市長が主宰し、副市長および局長級にある

20 名並びにその他市長が指定する者をもっ

て構成している。 

また、震災復興本部の所掌事務のうち、案

件の論点整理および事前調整を行うことを目

的とした幹事会として、庁内連絡会議も同時

に設置した。復興部長を議長に、全ての局等

（局、区役所その他局に相当する組織をい

う。）の主管課長およびこれに相当する職にあ

る 21 名をもって構成している。具体の所掌事

務については次頁図表 10-1-2 のとおりであ

る。 
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図表 10-1-2 震災復興本部組織図 

 

（３）震災復興本部会議 

復興体制の整備および震災復興本部の設置

により、復興事業についての情報共有、局横

断的な事案の検討、効果的かつ迅速な意思決

定を行う体制が整った。震災復興本部の審議

内容は次頁の図表 10-1-3 のとおりである。平

成 28 年 5 月 9 日に第 1 回目を開催し、震災復

興基本方針（案）を審議の上、策定している。

会議は、必要に応じ開催し、震災復興計画の

策定に関する検討や調整、意思決定を行うほ

か、復旧・復興に向けた諸課題の整理や意見

交換、国、県の動向等の情報共有などを行っ

た。 

 

 

 

【所掌事務】
(1)　復旧・復興の方針、重要な事務事業、復旧・復興における各施策の進捗状況、法令等
の制定及び改廃並びに国、県等の動向その他復旧・復興に関する情報等について、全庁的な
周知を図ること。

(2)　庁内連絡会議が方針決定した事項の進捗状況についての報告を受け、実施段階におけ
る課題等に関する意見交換及び対応の方向性の協議を行うこと。

(3)　前号に掲げるもののほか、復旧・復興における各施策及び事務事業のうち、その課題
の解決のため全庁的に意見を求めることが適当であるものについて報告を受け、課題等に関
する意見交換及び対応の方向性の協議を行うこと。

(4)　復旧・復興における重要な計画等について、年度ごとの評価、目標及び取組に関する
審議、決定その他の進行管理を行うこと。

(5)　復旧・復興に関する当面の課題について、意見交換及び論議を行うこと。

(6)　前各号に掲げるもののほか、設置目的を達成するために必要な事務

【構成員】
市長、副市長、政策局長、総務局長、財政局長、市民局長、健康福祉局長、環境局長、経済
観光局長、農水局長、都市建設局長、中央区長、東区長、西区長、南区長、北区長、消防局
長、上下水道事業管理者、交通事業管理者、病院事業管理者、教育長、議会事務局長、その
他市長が指定する者

熊本市震災復興本部

【所掌事務】
(1)　震災復興本部の所掌事務のうち意見交換及び対応の方向性の協議を行う案件につ
いて、論点整理及び事前調整を行うこと。
(2)　全庁的な周知を要する事項等について連絡調整を行うこと。
(3)　震災復興本部が復旧・復興における重要な計画等の進行管理を行う場合において、
事案を整理すること。

【構成員】
復興部長、全ての局等（局、区役所その他局に相当する組織をいう。）の主管課長及び
これに相当する職にあると市長が認める者

庁内連絡会議
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図表 10-1-3 震災復興本部審議内容 

平成28年9月20日
・震災復興計画（案）について
　（パブリックコメント結果含む）

第3回 平成28年7月25日 ・震災復興計画素案について

第4回 平成28年8月1日 ・震災復興計画素案について

第7回 平成29年2月17日 ・地域防災計画の改定について

回数 開催年月日 議事

第6回 平成29年1月10日 ・仮設住宅訪問について

第1回 平成28年5月9日

・震災復興基本方針（案）について
・震災復興基本計画について
・「（仮称）復興座談会」の開催に
　ついて
・災害義援金について

第2回 平成28年7月1日
・震災復興計画概要（案）及び計画
　策定スケジュールについて

第5回

 

 

２．熊本地震からの復旧・復興に関する調査 

特別委員会の設置 

（１）概要 

 平成 28 年 6 月 10 日に会期を１日として開

かれた平成 28 年第 2 回定例市議会において、

震災復旧状況および震災復興計画に関する調

査を行うことを目的とし、「熊本地震からの復

旧・復興に関する調査特別委員会」を設置し

調査を開始した。 

 特別委員会は 8 回開催し、平成 29 年第 1

回定例市議会の最終日（平成 29 年 3 月 24 日）

において特別委員長報告を行い、調査を終了

した。 

 

（２）委員構成・審議内容等 

委員構成、審議内容は以下のとおりで、主

に、熊本地震への対応状況、復旧・復興に向

けた動き、震災復興計画の策定、地域防災計

画の改定について審議がなされた。 

■委員構成 

 委 員：全議員（48 人） 

委員長：津田 征士郎 

副委員長：田尻 将博 

■審議内容 

 次図表 10-1-4 のとおり 

図表 10-1-4 

熊本地震からの復旧・復興に関する 

調査特別委員会 審議内容 

第8回 平成29年3月8日 ・地域防災計画の改定について

第6回 平成28年9月26日

【震災復興計画の策定に向けてⅠ】
・現状報告について
・震災復興計画（案）について

第7回 平成28年10月11日
【震災復興計画の策定に向けてⅡ】
・震災復興計画（案）について

第4回 平成28年7月14日

【復旧・復興に向けた動きⅠ】
・現状報告について
・組織展開について
・地域防災計画について
・国への要望活動について
・震災復興基本方針について

第5回 平成28年8月12日

【復旧・復興に向けた動きⅡ】
・現状報告について
・震災復興計画の素案について

第2回 平成28年6月17日

【熊本地震の概況及び発災から今日
  までの対応状況Ⅰ】
・被害状況について
・災害対策本部における対応状況に
  ついて
・り災証明の申請、発行状況につい
  て
・避難者及び避難所の運営状況、支
  援物資の状況について

第3回 平成28年6月30日

【熊本地震の概況及び発災から今日
  までの対応状況Ⅱ】
・被災者支援制度の概要について
・住家関係及び住宅再建支援につい
  て
・生活再建支援について

回数 開催年月日 内容・開催テーマ

第1回 平成28年6月10日
・審査の方法及び開催日程等につい
  て
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第２節 震災復興計画の策定 

 

１．第 7 次総合計画の策定 

 震災の約半月前、平成 28 年 3 月 24 日に、

本市は「地域主義」をまちづくりの基本理念

とし、市民が住み続けたい、だれもが住んで

みたくなる、訪れたくなるまち、「上質な生活

都市」を目指した第 7 次総合計画を策定した

ところであった。 

平成28年 4月 14日と16日に熊本地震が発

生し、震災からの復興を目指すに当たっては、

今回の地震に伴う様々な経験を通じて改めて

地域が持つ力・市民一人ひとりが持つ力の大

きさと重要性を実感したことから、第 7 次総

合計画で掲げためざすまちの姿「上質な生活

都市」の実現を、震災後も変わることのない

目標として掲げることとした。 

 

２．震災復興基本方針の策定 

 平成 28 年 5 月 6 日、政策局に復興部を新

設し、復興体制の整備を行いつつ、本格的な

復興へ動き出すため、平成 28 年 5 月 9 日に開

催された第 1 回震災復興本部において、震災

からの復興に当たっての方向性を示す「熊本

市震災復興基本方針」を策定した。 

 震災復興基本方針では、全市民が力を合わ

せて、1 日も早く安全・安心な生活を取り戻

せるよう、「市民力・地域力・行政力を結集し、

安全・安心な熊本の再生と創造」をスローガ

ンに掲げ、3 つの基本的考え方と 6 つの施策

方針を示している。 

3 つの基本的考え方では、第一に、74 万市

民の総力を結集し、明日を見据えた復興を目

指し歩みを進めることとしている。発災から

やがて 1 か月経とうとしている時期で、余震

が頻発している状況ではあったが、市民の生

活再建や地域経済の復興を目指して力強く前

進していくことを掲げている。第二に、「安

全・安心」の回復に全力で取り組むとともに、

一日も早い生活再建に努め、加えて、「地域経

済」・「元気・活力」の回復に向けた効果的か

つ迅速な事業展開を図ることとしている。第

三には、第 7 次総合計画のめざすまちの姿「上

質な生活都市」を目指すに当たって、熊本地

震の経験を踏まえ、「安全・安心なまちづくり」

に力点をおいて、市民の力、地域の力、そし

て行政の力を結集して取り組んでいくことを

掲げている。 

この 3 つの基本的考え方のもとに、各分野

における施策方針として、「1 被災者の生活

再建に向けたトータルケアの推進」、「2 安

全・安心な暮らしを実現するインフラや行政

サービス等の機能回復」、「3 『くまもとの元

気・活力』を取り戻す地域経済の復興再生」、

「4 安全・安心で上質な生活都市『くまもと』

の実現」、「5 都市圏全体の復興をけん引する

取り組みの推進」、「6 基本方針の推進に向け

て」の 6 つを掲げている。 

この震災復興基本方針をもとに、市議会や

有識者等による震災復興検討委員会などの議

論を踏まえて、震災復興計画を策定した（こ

のため、震災復興計画の第 2 章に掲げる「基

本方針」とは表現や内容が異なる）。 
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図表 10-2-1 熊本市震災復興基本方針 
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３．震災復興検討委員会の設置 

 これまで類を見ないほどの甚大な被害を受

けた中で、被災者の 1 日も早い生活再建を最

優先に、震災からの早期の復旧・復興を進め

るに当たり、市政の基本施策を見直すことが

必要となった。このため、各分野の専門家や

有識者で構成する「熊本市震災復興検討委員

会」を設置し、専門的な見地からの多様な意

見を踏まえ、｢熊本市震災復興計画｣の策定を

目指した。 
 震災復興計画を幅広い見地から検討し、第

7 次総合計画との関係性についても議論する

ため、防災・福祉・観光・農業・経済・教育・

報道関係等の各分野から、さらに、約半数は

第 7 次総合計画策定時の審議会委員から選任

し、12 名を委員に委嘱した。 

 第 1 回震災復興検討委員会は平成 28 年 7

月 4 日に開催し、委員長に中山峰男崇城大学

学長、副委員長に鈴木桂樹熊本大学法学部教

授が選出され、「熊本市震災復興計画」策定

に向けて活発な議論が交わされた。 

以降、第 2 回目に震災復興計画概要（案）、

第 3 回目に震災復興計画素案と、順次震災復

興計画策定に向けて議論が深められ、5 回の

震災復興検討委員会での議論を踏まえて、市

議会の議案に附すべく最終的な熊本市震災復

興計画（案）を取りまとめ、第 6 回目に市議

会の議決を受けた震災復興計画の報告を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 10-2-2 震災復興検討委員会委員 

氏名 所属団体等

相藤　絹代 熊本学園大学　社会福祉学部　社会福祉学科　准教授

井上　厚 熊本市農業協同組合　営農部長

後藤　善隆 熊本市医師会　参与

小林　寛子 東海大学　経営学部　観光ビジネス学科　教授

坂本　隆生 熊本市ＰＴＡ協議会　会長

菅野　拓 人と防災未来センター　研究員

鈴木　桂樹 熊本大学　法学部　教授

田川　憲生 熊本商工会議所　会頭

竹内　淳一郎 日本銀行　熊本支店長

中山　峰男 崇城大学　学長

松下　純一郎 熊本日日新聞社　編集顧問　新聞博物館長

松田　泰治
熊本大学大学院　自然科学研究科　教授
減災型社会システム実践研究教育センター長

（12名　50音順　敬称略）  
 

図表 10-2-3 震災復興検討委員会審議内容 

第6回 平成28年11月2日 ・熊本市震災復興計画について

第4回 平成28年8月3日 ・熊本市震災復興計画素案について

第5回 平成28年9月21日
・熊本市震災復興計画（案）について
（パブリックコメント結果含む）

第2回 平成28年7月11日 ・熊本市震災復興計画概要（案）について

第3回 平成28年7月26日 ・熊本市震災復興計画素案について

回数 開催年月日 議事

第1回 平成28年7月4日 ・熊本市震災復興基本方針（案）について

 

 

 

図表 10-2-4 震災復興検討委員会の様子 
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４．震災復興計画素案の策定 

（１）震災復興座談会 

震災復興基本方針策定後、地域や各種団体 

の意見を震災復興計画に反映させるため、市

長はじめ市幹部職員出席のもと、座談会形式

による意見交換会、震災復興座談会（以下「座

談会」という。）を実施した。 

座談会は、地域の代表者等と意見交換を行

う「地域代表者向け座談会」と、各種団体の

代表者等と意見交換を行う「各種団体代表者

向け座談会」をそれぞれ開催した。「地域代表

者向け座談会」では発災後の避難所対応や防

災対策について、「各種団体代表者向け座談

会」では地震直後の応急対応や今後の復旧・

復興等について意見交換を行った。 

 

図表 10-2-5 震災復興座談会 

参加人数

開催回数

実施時期

実施概要

地域代表者　118名
各種団体代表者　140名

地域代表者向け　6回
各種団体代表者向け　8回

熊本地震における行政の対応の振
り返りと、反省点の抽出・整理お
よび市民の意見・要望を一旦、総
括することを目的として、地域や
各種団体の代表者と座談会形式に
よる意見交換会を実施。

平成28年6月1日～6月22日

 

 
図表 10-2-6 地域代表者向け座談会の様子 

 

 

 

 

図表 10-2-7 

各種団体代表者向け座談会の様子 

 

 
（２）市民アンケート 

熊本地震による被害や被災経験を今後の復 

旧・復興にいかしていくため、市ＨＰにてア

ンケートを実施した。 

アンケートでは、発災時の「自助」「共助」 

「公助」に関する取組や、「復興に向けて優先

すべきこと」などに関する回答を得た。 

 

図表 10-2-8 熊本地震に関するアンケート 

市ＨＰにて実施
（市内外問わず回答可）

1,198件

熊本地震の被害や被災経験を今後
の復旧・復興にいかしていくた
め、市ＨＰにてアンケート調査を
実施。

実施時期

回答数

実施概要

対象者および
調査方法

平成28年6月20日～7月31日

 

 

（３）自治会アンケート 

今後の復旧・復興や防災活動等への各取組 
にいかしていくため、校区自治協議会および

町内自治会、自主防災クラブの各会長を対象

にアンケートを実施し、震災時の行動や今後

の考え等について回答を得た。 
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図表 10-2-9 

熊本地震における地域防災活動状況等 

アンケート調査 

実施時期

実施概要

対象者

回答数 615件

校区自治協議会、町内自治会、自主
防災クラブの各会長

熊本地震で浮かび上がった、行政の
対応など様々な課題について、今後
の復旧・復興や防災活動等の各取組
にいかしていくことを目的としてア
ンケート調査を実施。

平成28年7月29日～8月12日

 
 
（４）素案の策定 

震災復興計画素案の策定に当たっては、平 

成28年5月9日に策定した震災復興基本方針

等をもとに、震災復興本部、熊本地震からの

復旧・復興に関する調査特別委員会および震

災復興検討委員会等において検討を行った。 

平成 28 年 7 月 4 日と同月 11 日に開催した 

第 1 回および第 2 回震災復興検討委員会や、7

月 14 日に開催した第 4 回熊本地震からの復

旧・復興に関する調査特別委員会において、

震災復興計画の柱立てや、復旧・復興に向け

て実施すべき施策等についての意見交換が行

われた。 

このほか、同年 6 月中に実施した座談会、6

～8 月にかけて実施した各種アンケート調査

等での意見、6 月 27 日に県内の経済 5 団体よ

り提出された「創造的復興に立ち上がろう！

熊本」緊急提言の趣旨等を踏まえ、7 月 25 日

に開催した第 3 回震災復興本部において、震

災復興計画素案を取りまとめた。 

その後、7 月 26 日、8 月 3 日に開催した第 

3 回および第 4 回震災復興検討委員会や、8

月 1 日に開催した第 4 回震災復興本部、8 月

12 日に開催した第 5 回熊本地震からの復旧・

復興に関する調査特別委員会において更に議

論を深め、8 月 19 日、パブリックコメントの

実施とともに、震災復興計画素案の公表に至

った。 

この震災復興計画素案は、震災復興基本 

方針に掲げるスローガンと、3 つの基本的な

考え方をベースとした「基本方針」をはじめ、

5 つの「復興重点プロジェクト」と 5 つの「目

標別施策」等で構成されている。 
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５．震災復興計画の策定 

（１）ワークショップの実施 

震災復興計画の策定に当たっては、より多 
くの市民の意見を反映するため、ワークショ

ップ形式による意見交換会「くまもと復興カ

フェ」を実施した。 
高校生・大学生の部と、一般の部の 2 部構

成で、いずれの部も、少人数のグループで意

見交換を行った後、グループごとに意見・提

案をまとめ、参加者全体で共有した。各グル

ープからは、地域コミュニティの強化やまち

の活性化などに関する提案がなされた。 
 

図表 10-2-10 

くまもと復興カフェ～熊本の「地域・世代・ 

未来」がつながるワークショップ～ 

 
 

図表 10-2-11 

ワークショップ開催の様子 

 
 

 

（２）パブリックコメントの実施 

 地域や各種団体等と意見交換を行った座談

会や、アンケート調査、専門的な見地からの

意見を求める震災復興検討委員会、ワークシ

ョップ、熊本地震からの復旧・復興に関する

調査特別委員会等を経て、復興計画素案を作

成した。 

素案について、広く市民から意見を募集し、

計画案へ反映させていくため、パブリックコ

メントを実施し、個人・団体から 100 件の意

見が提出された。 

主に、防災・減災のまちづくりについて、

被災施設等インフラの早期復旧や災害情報の

収集・発信および伝達体制の強化、あわせて、

震災を踏まえた災害対応力の強化や避難環境

の見直しに関する意見が多く、このほか、く

まもとの元気・活力を創り出すための意見も

多く提案された。 

 

図表 10-2-12 パブリックコメント 

実施概要

実施時期

意見数 100件

熊本市震災復興計画素案について、
広く市民意見を聴取し施策に反映さ
せるために実施。

平成28年8月19日～9月9日

 

 

（３）計画の策定 

パブリックコメント等の意見を踏まえ、第

5 回震災復興本部（平成 28 年 9 月 20 日）で

取りまとめた震災復興計画（案）については、

第 5 回震災復興検討委員会（同年 9 月 21 日）

および第 6 回熊本地震からの復旧・復興に関

する調査特別委員会（同年 9 月 26 日）にて報

告し、審議が行われた。また、第 7 回熊本地

震からの復旧・復興に関する調査特別委員会

（同年 10 月 11 日）では、熊本地震による財

政影響試算等についての報告を行った。 

震災復興計画は、第 7 次総合計画に復旧・

復興の視点を取り入れるものとして、第 7 次

総合計画の前期基本計画の中核に位置付けて

おり、震災からの一日も早い復旧・復興を目

①高校生・大学生の部
「こんな復興まちづくりをしてみた
い！」をテーマに、ワールドカフェ形式
で取り組んでみたいことや復興のアイデ
アについて意見交換を実施。
②一般の部
震災復興計画素案の5つの目標別施策の
中から参加者が語りたいテーマを選び、
テーマごとに「4年後のビジョン」と
「ビジョンに向けたアクションプラン」
についての意見交換を実施。

平成28年8月28日

①高校生・大学生の部　89名
②一般の部　59名

実施概要

参加人数

実施時期
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指すという観点からも、対象期間を、平成 28

年度から第 7 次総合計画対象期間の中間年度

に当たる平成 31 年度までの 4 年間、当面の復

興目標年度を期間最終年度の平成 31 年度と

している。 

また、「市民力・地域力・行政力を結集し、

安全・安心な熊本の再生と創造」のスローガ

ンと、3 つの基本的な考え方をベースとした

「基本方針」をはじめ、5 つの「復興重点プ

ロジェクト」と 5 つの「目標別施策」等で構

成している。「基本方針」は、「復興重点プ

ロジェクト」や「目標別施策」を貫く最も基

本的な考え方であり、震災からの復興に当た

っての方向性を示している。「復興重点プロ

ジェクト」は、「目標別施策」の中で、特に

緊急かつ重要なものであり、本市の復興をけ

ん引する重点的な施策を掲げている。「目標

別施策」は、「基本方針」を踏まえて設定し

た復興に向けた 5 つの目標に関する施策や具

体的な取組を体系的にまとめたものとなって

いる。 

加えて、施策や取組の着実な実施に当たっ

ては、年度ごとに実施計画を策定し、検証指

標を設定の上、毎年度の達成状況把握や、「計

画（Ｐｌａｎ）→実施（Ｄｏ）→評価（Ｃｈ

ｅｃｋ）→改善（Ａｃｔｉｏｎ）」のマネジ

メントサイクルによる進行管理を行うことと

した。 

 震災復興計画は、震災復興本部、震災復興

検討委員会、熊本地震からの復旧・復興に関

する調査特別委員会での審議等を踏まえて最

終的な案を取りまとめ、平成 28 年 10 月 14

日開催の平成28年第1回臨時市議会において、

「熊本市基本計画の一部変更について」とし

て全会一致で議決を受けた。 

 

 

図表 10-2-13 熊本市震災復興計画位置付け 

基本構想

見直し

震災復興計画

(前期基本計画の中核)

復旧・復興

施策や取組

基本計画

実施計画

復旧・復興事業

第7次総合計画

(震災後)

の基本計画

第7次総合計画

(震災後)

の実施計画
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図表 10-2-14 熊本市震災復興計画構成 

 

第２章 基 本 方 針

1 避難から復旧、そして、７４万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ

2 「安全・安心」と「元気・活力」、そして「地域経済」の回復に向けた効果的

かつ迅速な市政展開

3 市民・地域と行政が協働で支える安全・安心で「上質な生活都市」の創造

１ 被災者の生活再建に向けたトータル

ケアの推進

４ 「くまもとの元気・活力」を

創り出す

２ 「おたがいさま」で支え合う

協働によるまちづくり

３ 防災・減災のまちづくり

第５章 復興計画の推進に向けて

第４章 目 標 別 施 策

第３章 復 興 重 点 プ ロ ジ ェ ク ト

５ 都市圏全体の復興をけん引する

取組の推進

～市民力・地域力・行政力を結集し、安全・安心な熊本の再生と創造～

～政令指定都市にふさわしい明日へのまちづくり～

プロジェクト① 一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト

プロジェクト② 市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト

プロジェクト③ くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト

プロジェクト④ 新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト

プロジェクト⑤ 震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト
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図表 10-2-15 熊本市震災復興計画概要 
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図表 10-2-16 熊本市震災復興計画策定経過 

 

年 月 市民参画・市議会 震災復興検討委員会 震災復興本部

28 4

5

■第1回震災復興本部（9日）
・熊本市震災復興基本方針
（案）、熊本市震災復興基本計
画、（仮称）復興座談会の開催、
災害義援金

6
●震災復興座談会
（1～22日、計14回開催）

■第1回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（10日）
・審査の方法及び開催日程等

■第2回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（17日）
・熊本地震の概況及び発災から今
日までの対応状況

●平成28年熊本地震に関するアン
ケート（20日～7月31日）

■第3回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（30日）
・熊本地震の概況及び発災から今
日までの対応状況

7
■第2回震災復興本部（1日）
・熊本市震災復興計画概要
（案）、計画策定スケジュール

■第1回震災復興検討委員会
（4日）
・熊本市震災復興基本方針（案）

■第2回震災復興検討委員会
（11日）
・熊本市震災復興計画概要（案）

■第4回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（14日）
・復旧・復興に向けた動きⅠ

■第3回震災復興本部（25日）
・熊本市震災復興計画素案

●平成28年熊本地震における地域
防災活動状況等アンケート調査
（29日～8月12日）

■第3回震災復興検討委員会
（26日）
・熊本市震災復興計画素案

平成28年熊本地震発生（14、16日）

復興部の設置（6日）

熊本市震災復興基本方針の策定（9日）
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年 月 市民参画・市議会 震災復興検討委員会 震災復興本部

8
■第4回震災復興本部（1日）
・熊本市震災復興計画素案

■第4回震災復興検討委員会
（3日）
・熊本市震災復興計画素案

■第5回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（12日）
・復旧・復興に向けた動きⅡ

●パブリックコメント
（19日～9月9日）

●くまもと復興カフェ（28日）
※市民ワークショップ

9
■第5回震災復興本部（20日）
・熊本市震災復興計画（案）
（パブリックコメント結果含む）

■第5回震災復興検討委員会
（21日）
・熊本市震災復興計画（案）
（パブリックコメント結果含む）

■第6回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（26日）
・震災復興計画策定に向けてⅠ

10
■第7回熊本地震からの復旧・復興
に関する調査特別委員会（11日）
・震災復興計画策定に向けてⅡ

■臨時会（14日）
・震災復興計画策定
（熊本市基本計画の一部変更
　　　　　　について議案議決）

11
■第6回震災復興検討委員会
（2日）
・熊本市震災復興計画

熊本市震災復興計画素案の公表（19日）

熊本市震災復興計画の策定（14日）
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第３節 復興アドバイザー・ミーティング  

 

１．復興アドバイザー 

熊本地震から復旧・復興していく中で、震

災前の本市に戻すだけでなく、新しい未来の

地方都市くまもとの姿を創造するため、有識

者等から、長期的かつ大所高所からの意見を

求めることを目的として、「熊本市復興アドバ

イザー」を設置した。 

復興アドバイザーの選任は、東日本大震災

の復興に携わるなど、豊かな経験と高度な専

門性を併せ持ち、様々な角度からの助言を見

込める有識者 9 名に依頼した。 

 

図表 10-3-1 復興アドバイザー 

 

第 1 回目は平成 28 年 8 月 18 日に東京都で

開催し、主に、熊本地震の今後における生活

再建等、コミュニティや地域活動、観光戦略

等について助言があった。第 2 回目は平成 28

年 11 月 22 日に熊本市にて開催し、県内・市

内の被災状況と市内の仮設住宅等現地視察の

上、今後の生活再建等、震災復興計画におけ

る復興重点プロジェクト、経済政策、まちづ

くり等について助言があった。第 3 回目は平

成 29 年 2 月 2 日に東京都で開催し、生活再建

やまちづくり、観光戦略、防災面等について

助言があった。 

  
 

図表 10-3-2 

復興アドバイザー会議開催の様子 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏名 所属団体等

浅野　幸子
減災と男女共同参画　研修推進センター
共同代表

岩渕　健彦 日本弁護士連合会　副会長

北川　正恭
早稲田大学名誉教授
早稲田大学マニフェスト研究所　顧問

黒石　匡昭
新日本パブリックアフェアーズ株式会社
取締役

地下　誠二 株式会社日本政策投資銀行　常務執行役員

寺島　実郎 一般財団法人日本総合研究所　会長

デービッド・アトキンソン 株式会社小西美術工藝社　代表取締役社長

浜田　敬子
株式会社朝日新聞総合プロデュース室
プロデューサー

松島　正之 インテグラル株式会社　常勤顧問

（9名　50音順　敬称略）
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２．復興ミーティング 

 熊本地震の振り返りを行い、地域防災計画

や復興・まちづくりに反映することを目的と

し、シンポジウム・防災ゲーム体験会・市民

参加型のワークショップを行った。平成 28

年度は 2 回実施しており、防災ゲームのほか、

炊き出し体験等を通して、市の防災や復興ま

ちづくりについて共に考え、共有し、今後の

取組につなげる場となった。 

 
図表 10-3-3 復興ミーティング’16 

実施概要

参加人数

実施時期

①午前の部：防災ゲーム「クロス
ロード」体験会
熊本地震で直面したジレンマ（葛
藤）について、ＹＥＳ又はＮＯの
判断をする防災ゲーム「クロス
ロード」を行い、参加者同士で意
見を交わし、熊本地震の振り返り
を実施
②午後の部：シンポジウム
福島県相馬市の立谷市長による東
日本大震災の際の対応、震災後の
復興についての基調講演、その
後、早稲田大学の北川名誉教授と
大西市長の3名による熊本地震の振
り返りとこれからの熊本の防災・
復興についてトークセッションを
実施

平成28年11月23日

①午前の部　75名
②午後の部　127名  

 

図表 10-3-4 

復興ミーティング’16 開催の模様 

 
 
 
 

図表 10-3-5 復興ミーティング’17 

実施概要

参加人数

実施時期

①午前の部：防災ゲームＨＵＧ、
炊き出し体験会
静岡県が開発した避難所運営を体
験できる防災ゲームや、若い世代
の熊本地震の記憶を風化させない
ため、実際の炊き出し体験を実施
②午後の部：アイデアソン
災害対応等の課題に対する解決策
のアイデアを出し合い、短時間で
まとめていくワークショップを実
施

平成29年1月28日

①午前の部　ＨＵＧ：95名
　　　　　　炊き出し体験：6名
②午後の部　72名  

 
図表 10-3-6 

復興ミーティング’17 開催の模様 
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第４節 地域防災計画・防災啓発 

 

１．地域防災計画の改定 

（１）地域防災計画の概要 

 市地域防災計画は、市民の生命、身体およ

び財産を災害から保護するため、災害対策基

本法第42条の規定に基づき、熊本市防災会議

が本市の地域にかかわる災害の対策について、

災害の予防、災害応急対策および災害復旧に

ついての事項を定め、防災活動を総合的、か

つ効果的に実施することにより、防災の万全

を期するとともに、社会秩序の維持および公

共福祉の確保に資することを目的としている。 

地域防災計画は、地域の実情に応じて、災

害発生時の避難、水防、救助、ライフライン

の復旧、食料・物資の輸送、備蓄計画、対策

本部の態勢、復興の進め方などを盛り込んで

おり、本市の地域防災計画は、「風水害編」、

「地震・津波対策編、その他災害編」、「資

料編」など災害の種類ごとで構成されている。

地域防災計画は、わが国での大規模災害の発

生や本市における災害の発生、組織改編等に

対応するため、ほぼ毎年見直しが行われてき

た。 

 

図表10-4-1 災害対策基本法に定められる防災計画の体系 

防災業務計画の作成（第36条、第39条）

指定行政機関・指定公共機関

熊本県地域防災計画

熊本市地域防災計画

国

熊本市地域防災計画の作成（第42条）

熊本市防災会議

熊本県地域防災計画の作成（第40条）

熊本県防災会議

防災基本計画の作成（第34条）

中央防災会議

県

市

 

 

（２）「平成 28 年熊本地震」を踏まえた防災 

行動計画の策定 

 今回の震災では、2 度の大きな揺れにより、

道路、橋梁等のインフラ、災害時の避難所と

なる学校、公民館等の公共施設、さらには河

川の堤防や急傾斜地の擁壁などに甚大な被害

を与えた。その後の断続的な余震の発生、梅

雨・台風なども含めた土砂災害や洪水などの

二次災害を予防・防止することを目的として

平成 28 年 5 月に「平成 28 年熊本地震」を踏

まえた防災行動計画（以下「防災行動計画」

という。）を策定した。 

 防災行動計画には、熊本地震により被災し

た道路、河川等の主な災害危険箇所や 5 月時

点での市指定緊急避難場所（一時避難場所）

の情報、20 万人分の物資備蓄を行う暫定備蓄

計画、家庭内・企業内の備蓄の促進、本市職

員の震災における参集条件の引き下げ（全職

員参集条件を震度 6 弱以上から 5 強以上とし

た）、避難勧告および指示等における河川の基

準水位の引き下げなど、余震や梅雨期におけ

る二次災害対策や災害時にとるべき行動を盛

り込んでおり、平成 28 年 5 月から暫定的に運

用が行われた。 

 防災行動計画については、平成 28 年 6 月か

ら行われた「震災復興座談会」において、各

区の校区代表者等に説明を行うとともに、市

ＨＰで公開を行った。また、市政だより 6 月

号においても早めの避難行動や非常時持出品、

非常時備蓄品の準備について周知を図った。 
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（３）熊本地震における計画の検証 

 地域防災計画における地震による被害想定

は、平成 25 年度熊本市防災アセスメント調査

による避難者数約5万8千人を想定していた。

しかし、2 度の大きな地震と度重なる余震に

より、今回の震災では市内において約 11 万人

の避難者が発生することとなり、地域防災計

画上の想定を大きく上回ることとなった。 

 本市職員においても、地域防災計画等の周

知が十分に図られていなかったことから、職

員の防災知識等が不足しており、避難所にお

ける対応や物資集配等の震災対応業務におい

て適切な行動・判断をとることができなかっ

た。避難所においては、避難所運営に携わる

職員が日替わりで交代することにより、避難

所における地域住民やボランティアの方々と

の信頼関係の構築が困難であったことや、ま

た、初動時においては組織内で横断的な情報

共有が図られなかったことから、物資や人員

の投入が遅れることとなり、避難所等への職

員の配分が直前まで決まらないなど非効率な

場面もあった。 

 本市では今回の震災の対応における地域防

災計画の検証として、①学識経験者等を委員

とする地域防災計画改定検討委員会を設置し、

委員会における意見からの課題、②平成 28

年6月1日から22日の間に計14回開催した、

地域の代表者や各団体の代表者と今回の震災

について意見交換を行う震災復興座談会にお

ける意見からの課題、③内閣府による「平成

28 年熊本地震に係る初動対応検証レポート」

における課題、の 3 つによる意見から課題を

抽出した。今回の震災における主な課題や体

制等の問題点は次のとおりである。 

 

図表 10-4-2 熊本地震における地域防災計画の主な課題と問題点 

 
 

 

 

主な検討課題 体制等の問題点

災害教訓の伝承の必要性 過去の災害教訓は「防災計画に記載なし」。

避難所となる学校施設の耐震性 構造部の耐震化は図られていたが、体育館天井の非構造部材が破損落下。

緊急輸送道路等の耐震化と早期復旧 道路、橋梁が不通。

ライフラインの耐震性（水道） 水道管漏水および配水池施設被害等で断水。

自助・共助の重要性 避難所や自主防災クラブの認知度、家庭内備蓄の実施割合が低い（熊本地震以前）。

市民参加型の防災訓練の必要性 総合防災訓練がイベント型・展示型。

避難所等の現場、区対策部および災害対策本部の情報
共有の必要性

避難所および被災状況等の情報に遅れ。初動で現場、区、情報調整室の連絡体制が機能
せず。

市民への災害情報等の広報伝達の必要性 防災情報無線が活用されなかったことをはじめ市民への広報伝達が不足。

職員の防災知識・技能の向上、地域との連携 初動の参集や避難所開設・運営で適切な行動・判断ができなかった。

被害想定における避難者数の見直し 防災計画に定める想定避難者数を超えていた。

指定避難所の拡充の必要性 熊本地震で指定外の避難所や車中の避難者が多数発生。

迅速な避難所開設の必要性 避難所の鍵が届かず開設に遅れ。

地域・学校（施設管理者）・行政の連携による避難所
運営の必要性

地域や学校との連携不足により運営に支障。

指定外の避難所および車中の避難者等の把握
指定外の避難所および車中の避難者等の把握に遅れ。水・食料の配送や情報提供に支
障。

避難所での要配慮者や女性への配慮 要配慮者への配慮、女性へのプライバシー確保について配慮不足のケースがあった。

福祉避難所の確保の必要性 福祉避難所が施設被害等で使用できず不足。

トイレ用水の確保 断水により避難所のトイレ用水の不足。

家庭内備蓄・企業備蓄・地域による備蓄 初期２～３日における水・食料の確保は行政だけでは限界あり。

避難所の備蓄供給の見直し 分散備蓄の量が不足。しかし、学校への分散備蓄には備蓄スペースの課題。

支援物資を迅速に届ける配送体制の必要性 初期に物資集積所で受入れが混乱。配送も遅れ。

物資に関する情報共有の必要性 食料や給水等に関する情報共有の不足。

人的支援・物資支援の受入体制の充実 人的支援・物資支援ともに受入体制が不備。

国・ 県・近隣市町村・他都市との連携 物資やマンパワーが有効に配分できず。

自治会、ボランティア、民間企業、ＮＰОとの連携 情報共有が不足し、効率的でなかった。

仮設住宅等の早期確保の必要性 仮設住宅の用地確保ができていなかった。

り災証明発行の早期対応の必要性 り災証明発行に遅れが生じた。
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（４）地域防災計画の改定 

 今回の震災では、多くの尊い命や財産が失

われたほか、道路、橋梁等のインフラ、災害

時に避難所となる学校、公民館等の公共施設、

河川堤防や急傾斜地の擁壁などに甚大な被害

が発生した。また、相次ぐ激しい余震により、

家屋の倒壊や損壊で避難した住民に加えて、

屋内滞在をおそれる人たちも避難所に集中し、

市内の避難者数は最大で 11 万人に達し、発災

直後から行政内部での情報収集・発信および

伝達や避難所運営、物資搬送の混乱、り災証

明書の発行の長期化など、災害対応における

多くの課題が明らかとなった。また、今回の

震災による様々な経験を通じて、改めて地域

が持つ力・市民一人ひとりが持つ力の大きさ

と重要性を実感することとなった。 

 こうしたことから、今回の震災における課

題と教訓を踏まえ、これまでの防災意識や防

災対策のあり方を抜本的に見直すことが必要

であることから、熊本市地域防災計画の改定

を進めることとなった。 

 

①改定に係る市民参画 

 市地域防災計画の改定に当たっては、まず

熊本地震の経験を踏まえた課題と教訓の分

析・検討を行うこととし、市民や町内自治会

長、各団体の関係者等からの意見聴取やアン

ケートを実施することで、課題や教訓の抽出

を行い、市民参画による改定を進めることと

した。意見聴取等に係る主な手法は次のとお

りである。また、平成 29 年 4 月には「熊本市

地域防災計画（素案）」について、パブリック

コメントを実施する予定となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 10-4-3 意見聴取等に係る 

主な手法 

（1）熊本市震災復興座談会

実施時期 平成28年6月1日～6月22日

実施概要

　平成28年熊本地震における行政の対応の
振り返りと、反省点の抽出・整理および市
民の意見・要望を一旦、総括することを目
的として、地域や各種団体の代表者と座談
会形式による意見交換会を実施。

開催回数
地域代表者向け　6回

各種団体代表者向け　8回

参加人数
地域代表者　118名

各種団体代表者　140名

（2）平成28年度第1回市政アンケート調査

実施時期 平成28年7月

実施概要

　今回の熊本地震では、建物倒壊や地盤の
亀裂の発生、ライフラインの途絶など、市
民生活に多大な影響が出るとともに、行政
の対応など様々な課題が浮かび上がった。
そこで、今回被災した方々の地震発生直後
の行動や今後の考えを聴取し、熊本市地域
防災計画の改定に反映させることを目的と
してアンケート調査を実施。

対象者
熊本市在住の満18歳～79歳までの5,000人

（住民基本台帳より無作為抽出）

有効回収数 2,438件

（3）平成28年熊本地震における地域防災活動状況等

　　 アンケート調査

実施時期 平成28年7月29日～8月12日

実施概要

　平成28年熊本地震で浮かび上がった、行
政の対応など様々な課題について、今後の
復旧・復興や防災活動等の各取組にいかし
ていくことを目的としてアンケート調査を
実施。

対象者
校区自治協議会、町内自治会、

自主防災クラブの各会長

回答数 615件

（4）市長とどんどん語ろう！（防災編）

実施時期 平成29年2月1日～2月17日

実施概要

　熊本市長が各区に出かけて地域防災につ
いて説明し、市民の方々の提案や意見を直
接聴くことで、地域防災計画へ反映させる
取組として、「市長とドンドン語ろう！
（防災編）」を開催。

開催回数 5回（各区にて1回開催）

対象者

・開催区にお住まいの方、または勤務・通
　学されている方
・開催区でまちづくりなど地域活動をされ
　ている方を優先に各100名

参加人数 5回で338名
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②熊本地震検証・熊本市地域防災計画改定検

討委員会 

 熊本地震における課題の検証を行い、大規

模災害時において実際に機能する地域防災計

画および対応マニュアルの策定に意見を反映

させることを目的とし、必要な事項について

審議するため、学識経験者、指定地方行政機

関の職員、熊本県の職員、消防団長、自主防

災組織代表等を委員とする「熊本地震検証・

熊本市地域防災計画改定検討委員会」を設置

し、平成 28 年 7 月から平成 29 年 2 月までの

間に計 7 回の会議を開催した。熊本地震にお

ける課題・検討事項の整理、現行体制の問題

点や地域防災計画改定（案）などについて審

議を行った。平成 29 年 5 月には第 8 回の開催

を予定している。 

 

 

図表 10-4-4 地域防災計画改定検討 

委員会名簿 

氏　名 所　属　団　体　等

相藤　絹代 熊本学園大学　社会福祉学部　社会福祉学科　准教授

一ノ瀬　範秋 熊本県警　熊本北警察署長

甲斐　浩幸 国土交通省熊本河川国道事務所　副所長

菅野　拓 人と防災未来センター　研究員

髙田　敏明 龍田校区第5町内自主防災クラブ　会長

谷口　喜一郎 陸上自衛隊第8師団第42普通科連隊長

本田　圭 熊本県　危機管理監

松田　泰治
熊本大学大学院　自然科学研究科　教授
減災型社会システム実践研究教育センター長

宮下　正一 日本防災士会　熊本県支部長

山口　純一 熊本市消防団　団長

（50音順　敬称略） 

 

 

図表 10-4-5 熊本地震検証・熊本市地域防災計画改定検討委員会 会議次第 

回数 開催年月日 議事

第1回 平成28年7月26日
・今後の「熊本地震検証・熊本市地域防災計画改定検討委員会」の
　進め方について

第2回 平成28年9月28日
・地域防災計画改定全体構成（案）
・地域防災計画改定に伴う課題及び検討事項整理
・マニュアル作成にあたっての基本的考え、留意事項

第3回 平成28年10月27日
・地域防災計画改定に伴う課題及び検討事項の整理について
　（熊本市震災復興計画及びアンケート調査結果等の追加）
・検討課題の検証及び熊本市地域防災計画の主な改定事項について

第4回 平成28年11月24日
・検討課題と現行体制の問題点及び地域防災計画の改定事項（案）
・地域防災計画体系及び見直し概要（案）
・地域防災計画改定スケジュール

第5回 平成28年12月20日
・地域防災計画改定方針について
・地域防災計画（共通編、地震・津波災害対策編）進捗状況について
・避難所運営マニュアル進捗状況について

第6回 平成29年1月26日
・熊本市地域防災計画改定（案）「共通編」「地震・津波災害対策編」
　「風水害対策編」「大規模事故対策編」
・主な下位計画・マニュアル（案）について

第7回 平成29年2月28日
・熊本市地域防災計画改定（案）「共通編」「地震・津波災害対策編」
　「風水害対策編」「大規模事故対策編」
・主な下位計画・マニュアル（案）について
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③基本方針と 6 つのポイント 

 市地域防災計画では、熊本地震から創造的

復興へと力強く立ち上がり、市民力・地域力・

行政力を結集した防災・減災のまちづくりを

目指すため、「市民・地域・行政の災害対応力

の強化」を基本理念として、①災害に強い都

市・ひと・地域づくり、②行政の災害対応力

の強化、③避難対策の強化、④備蓄・供給体

制の整備、⑤広域連携・受援体制の整備、⑥

被災者の生活支援に向けたトータルケアの整

備の 6 つのポイントに取り組んでいく予定と

した。主な取組内容等は次のとおりである。 

 

図表 10-4-6 地域防災計画における 6 つのポイントの主な取組内容 

ポイント 課題等 主な取組内容

　地震に強い都市構造にするため、市有建築
物の更なる耐震化に取り組むとともに、非構
造部材の耐震対策についても検討を行う。

・避難所となる学校施設等の非構造部も含めた耐震性の確保
・国・県・市の連携強化による緊急輸送道路等のインフラの耐震化
　整備促進
・水道管等の「耐震化計画」を改定

　熊本地震において、市民は、発災直後の避
難からその後の避難生活、復旧・復興の過程
の中で、互いに助け合い、また、国内外から
温かい支援を受けたことにより、地域を中心
とした絆の大切さを改めて認識した。

・熊本地震、平成24年の九州北部豪雨災害などの記録、教訓、知見
　等を防災計画等に反映
・自助・共助を醸成するための地域活動を推奨
・熊本地震を教訓にした学校用副読本の作成
・避難所運営も含めた校区単位の防災訓練の実施

②行政の災害対応力
の強化

　熊本地震では、情報伝達や避難所運営、物
資輸送の混乱など、災害発生時の対応におい
て多くの課題が明らかとなった。

・災害対策本部における情報調整室の情報収集力の強化や区の防災
　体制の強化、および訓練計画の策定
・的確な広報伝達のためのマニュアル作成やＳＮＳの活用を含めた伝
　達方法の多重化、および報道機関の協力による市民への情報伝達
・「職員初動行動マニュアル」の作成（発災の時間帯や季節考慮）
　および地域の防災訓練への参加

③避難対策の強化

　熊本地震では、家屋の倒壊や損壊で避難し
た住民に加えて、屋内滞在をおそれる人たち
も避難所に集中し、市内の避難者数は最大で
11万人に上り、指定避難所では、供給された
物資仕分での混乱、トイレ用水がなく、排泄
物等を処理できないといった事態が発生し
た。
　また、地震による家屋の倒壊をおそれる人
などが、指定避難所ではなく、スーパーマー
ケット・コンビニエンスストアなどの駐車場
で車両を駐車して寝泊まりする「車中泊避
難」が急増した。一方、福祉避難所では職員
が入所者への対応に加えて、一般の避難者へ
の対応も迫られたことから、福祉避難所にお
ける一般避難者受入れのあり方が指摘され
た。さらに市と避難所との調整は、地域に精
通している職員を派遣するべきとの指摘も
あった。

・最大時の避難者数を参考に、計画における被害想定避難者数を11万
　人とし備蓄計画等に反映
・国・県施設や指定管理者施設の避難所指定拡充
・地域在住職員を避難所担当職員として派遣
（突発的な大規模災害発生時）
・地域団体・施設管理者・避難所担当職員による（仮称）校区防災
　連絡会（校区本部）の事前設置
・校区単位の防災訓練の実施
・自治会、自主防災クラブ、消防団等との連携強化
・避難所バリアフリー化を推進
・「避難所開設・運営マニュアル」の見直しおよび避難所運営訓練
　の実施
・福祉避難所の協定先の確保および事前打ち合わせの充実
・水道管の耐震化、貯水機能付給水管の整備、マンホールトイレの
　増設、井戸水の活用検討

④備蓄・供給体制の整備

　熊本地震では避難者数が最大で11万人に上
り、指定避難所への物資の供給、給水車によ
る給水、指定避難所以外への物資供給体制等
の課題が浮き彫りになった。さらに物資の
ニーズが刻々と変化したことにより、受入側
で対応が混乱するといった事態が発生した。

・家庭内・企業内備蓄（3日分、できれば1週間分）の啓発推進
・水・食料は発災直後の3日間を目途に、避難所等の分散備蓄や集中
　備蓄、企業流通備蓄、家庭内備蓄、地域備蓄等で対応し、3～4日
　以降は支援物資を主に迅速な配送で対応
・支援物資の「受入・配送計画」の策定と民間活用
・「物資受入・配送計画」における情報共有の規定

⑤広域連携・受援体制
の整備

　熊本地震では、他自治体等からの支援に対
して、受援体制が整っておらず受入体制が十
分ではなかったため、迅速な応援要請に支障
が生じた。

・「受援計画」および「物資受入・配送計画」の策定
・国・県との情報共有強化や、指定都市市長会・九州市長会の相互
　応援の充実、および事前打ち合わせ等による連携強化

⑥被災者の生活支援に
向けたトータルケア

　被災者は、一日でも早く安心に暮らせるこ
とを望んでいる。自立的な生活を送ることが
できるよう、生活再建に向けた総合的な支援
と、被災者に対する心のケアの体制を充実さ
せることが重要になる。

・仮設住宅用地の候補地を事前に設定
・みなし仮設住宅の活用
・り災証明の発行や家屋被害調査のための担当職員の育成
・生活再建窓口のワンストップ対応

①災害に強い
都市・ひと・地域づくり
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④地域防災計画改定後の構成 

 本市の地域防災計画は「風水害編」、「地震・

津波編、その他災害編」、「資料編」で構成さ

れているが、熊本地震を踏まえた地域防災計

画の改定では、「共通編」、「大規模事故対策編」

を新たに追加するとともに、「業務継続計画」、

「備蓄計画」の見直しや、「救援物資受入配送

計画」、「受援計画」、「職員初動マニュアル」

を新たに策定する予定である。 

 

図表10-4-7 地域防災計画の全体構成 

（平成27年度版と平成29年度改定予定の比較） 

 

 

 

 

 

 

 

備蓄計画

○
避難所開設運営
マニュアル

○

2 地震・津波対策編

3 風水害編

職員初動
マニュアル

○ その他マニュアル

各部局の事務事業

○

各局・区災害対応
マニュアル

4 大規模事故対策編

5 資料編

○ 業務継続計画

○
救援物資受入
配送計画

○

熊本県
地域防災計画

熊本市
地域防災計画

1 共通編
熊本市

地域防災計画
1 風水害編

災害対策基本法

防災基本計画
（中央防災会議）

【平成29年度改定版（予定）】

○ 備蓄計画

○
避難所開設運営
マニュアル

2
地震・津波対策編
その他災害編

3 資料編

○

○ その他マニュアル

各部局の事務事業

【平成27年度版】

○
各局・区災害対応
マニュアル

業務継続計画

災害対策基本法

防災基本計画
（中央防災会議）

熊本県
地域防災計画
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⑤校区防災連絡会と避難所運営委員会の設置 

今回の震災では、避難所の鍵が届かずに開

設が遅れた施設や、避難所の運営主体が、市

職員、地域住民、学校教職員等のいずれかに

任せっきりになる避難所もあり、避難所ごと

に運営主体や運営方法が異なることとなった。 

今回の経験を踏まえ、突発的かつ大規模な

災害が発生した場合に備え、地域防災計画で

は、行政とともに市民や地域団体（校区自治

協議会など）が避難所運営を担う主体に位置

付け、避難所運営の実働組織として「校区防

災連絡会」と「避難所運営委員会」を設置す

ることとしている。また、今回は避難所にお

いて市職員による開設の遅れ、避難所運営職

員の固定化が図られなかったことから、次の

災害に備え、避難所ごとに「避難所担当職員」

を設置することとした。避難所担当職員は、

避難所等の近くに住む、地元在住の職員を避

難所ごとに割り当て、大規模地震等が発生し

た際には、市役所等に参集せず、直接避難所

へ行き避難所の開設および運営を行うことと

している。 

 

 

図表 10-4-8 

校区防災連絡会と避難所運営委員会の体系 

地域公民館
など

施設
管理者

在宅

区役所

【校区防災連絡会】
　校区自治協議会などの「地域住民」、地元の
職員を中心とした市の「避難所担当職員」、
避難場所の「施設管理者」らで構成し、避難所
運営委員会を人選する。
　校区全体の避難者情報の収集方法、物資供給
方法を事前に協議し、災害に備えることを目的
とする。

【避難所運営委員会】
　校区防災連絡会から指名された地域住民、避
難所担当職員、施設管理者らで構成し、車中泊
や在宅の避難者の情報収集、物資の供給を受け
持つ。
　事前協議で地域の特性をいかした独自の運営
マニュアルを作成し、発災時は、救護班や食料
班などの班を設け、避難者からも代表を出して
自主的運営を図ることを目的とする。

避難者
車中泊等

校区防災連絡会

避難所
担当職員

施設
管理者

など

住民・
避難者

地域
住民

避難所運営委員会

公園・広場

避難所
担当職員

避難者

情報収集・物資配分 情報収集・物資配分
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⑥市民・地域・行政の役割 

 今回の震災では、発災直後の避難からその

後の避難生活、復旧・復興の過程の中で、互

いに助け合い、また、国内外から温かい支援

を受けたことにより、地域を中心とした絆の

大切さを改めて認識するとともに、防災にお

ける自助・共助の重要性を身をもって感じる

こととなった。 

 市民・地域・行政が各々の防災意識を高め、

的確な行動がとれるように災害対応力の強化

に努め、市民力・地域力・行政力を結集した

防災・減災のまちづくりを推進するため、市

民・地域・行政がそれぞれに果たすべき責任

と役割を分担することが必要と考え、地域防

災計画の改定時にそれぞれの役割を記載する

こととなっている。それぞれの主な役割等に

ついては次のとおりである。 

 

 

図表 10-4-9 市民・地域・行政の主な役割 

・災害に関する正しい知識の習得 ・自主防災クラブ等による地域主導の防災訓練の継続、

・避難行動、避難経路、避難場所の確認 　地域版ハザードマップ

・最低3日分の備蓄 ・地域企業と自主防災クラブの連携・地域との交流

・まなぼうさい、防災訓練への参加 ・地域企業の事業継続、防災への協力

・防災体制、組織の強化

・ハード、ソフト対策の着実な推進

・市民力・地域力・行政力が結集できる

　仕組みづくり

災害対応力の強化

防災・減災のまちづくりの促進

市民の役割 地域の役割

市民 地域

行政の役割 行政

 

⑦改定スケジュール 

 地域防災計画の改定については、平成 29

年 4 月に地域防災計画（素案）のパブリック

コメントを実施した上で、5 月に開催予定の

熊本市防災会議にて審議を行い改定する予定

である。また、地域防災計画の改定に併せ、

「物資供給計画対応マニュアル」の策定と、

「避難所開設・運営マニュアル」の改定を行

う予定としており、その後、「職員初動マニュ

アル」、「業務継続計画」、「受援計画」等の策

定および改定を行うこととしている。 

 また、校区防災連絡会や避難所運営委員会

については、校区ごとの組織の早期発足を目

指し、各地域との連携・協議を進めていくこ

とが必要となっている。 

 今後も熊本地震を踏まえた課題や取組等に

ついては、必要に応じて適宜、地域防災計画

や下位計画等の見直しを図っていく必要があ

る。 
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２．防災啓発 

（１）市民への主な防災啓発 

①わが家の防災マニュアル 

 本市では、日頃から家庭などで防災につい

て話合い、家庭や地域における防災対策に、

活用してもらうよう、地震対策や風水害対策、

火災対策など、災害から身を守るためのマニ

ュアルである「わが家の防災マニュアル」を

平成 17 年度に全戸配布している。その後、平

成 23 年 3 月の東日本大震災の内容を踏まえ、

全面的に改訂を行い、平成 23 年度には再度全

戸配布を行った。平成 23 年度の改訂版には、

浸水を想定した洪水・高潮ハザードマップの

ほか、地震ハザードマップも新規掲載してい

る。 

 

②地域版ハザードマップ 

 地域版ハザードマップとは、災害が起きた

ときの被害想定区域や危険箇所をはじめ、避

難場所等を明記した行政が配付する各種ハザ

ードマップを、住民自らが地域の実情にあわ

せて作成したハザードマップのことであり、

地域版ハザードマップは平成28年4月1日時

点で市内 911 町内ある中、227 団体で作成さ

れており、行政区別では、南区が 70 団体と最

も多く、次いで、北区が 51 団体、東区が 45

団体、西区が 31 団体、中央区が 30 団体とな

っている。 

 

③出前講座 

「出前講座」とは、市民の学習活動を支援

するため、本市や国の機関、病院や大学、そ

の他の団体などの職員を講師として派遣し、

業務の取組などの話や説明をする制度で、防

災に関する講座として「熊本市の防災体制 

みんなで守る私たちのまち」を実施している。

平成 27 年度には防災に関する出前講座に本

市危機管理防災総室職員を講師として派遣し、

35 回の講座を開催した。町内自治会や小学校

等を中心に、35 回で約 1,800 人が参加した。

また平成 28 年度においても 28 件の講座を実

施した。 

④自主防災クラブ 

自主防災クラブとは、災害が発生した場合

に地域住民が連携し協力し合って、自助・共

助の考えに基づき、地域の被害を最小限度に

抑えるため活動する組織で、本市では地域防

災力向上のため、自主防災クラブの結成を促

進している。 

自主防災クラブは平常時には、防災知識の

普及、地域版ハザードマップの作成、防災訓

練、防災点検、防災用資機材の整備・保守、

緊急連絡網の作成を実施し、この活動により

区域内の住民の防災意識の向上を図ると共に、

災害時における「自助」と「共助」の力を強

化する。この際、特に災害時要援護者への支

援体制の整備や避難体制の整備、女性参画の

促進に留意する。 

非常時には地域ぐるみの平常時の活動をい

かし、情報の収集・伝達、出火防止、初期消

火、救出救護、避難誘導、給食、救援物資の

配布等の活動により、被害の最小化に努める。 

平成28年4月1日時点での自主防災クラブ

の結成は 713 団体となっており、行政区別で

みると、中央区が 167 団体と最も多く、次い

で南区が 156 団体、北区が 148 団体、東区が

124 団体、西区が 118 団体となっている。 

 

⑤地域における防災活動 

 地域住民の自助、共助の防災意識の向上・

啓発を図るため、地域主導型で年 2 回「まな

ぼうさい」を実施しており、各町内自治会や

自主防災クラブをはじめ、地域住民が多数参

加して、炊き出し訓練や避難訓練、あるいは

防災啓発活動が行われていた。「まなぼうさ

い」は平成 27 年度までに第 20 回まで開催さ

れており、平成 28 年度においては、熊本地震

を踏まえ、更なる防災啓発や災害への備えの

充実・強化に向け、21 回目となる「まなぼう

さい」を 11 月に開催し、避難訓練をはじめ、

各種防災訓練・体験等が実施された。 

 その他、各区において防災啓発に関するイ

ベント等を開催しており、防災・減災に役立

つ行動や知識を身につけることができるよう
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体験型のイベントを校区ごとに開催し、防災

意識の向上を図る目的のもと、平成 26 年度か

ら実施している「ぼうさいキャラバン」や、

「防災まちづくりリーダー育成研修会」、「地

域防災合同訓練」の実施など、地域防災意識

の向上・啓発を図る事業が行われている。 

 

（２）今後に向けて 

今回の震災においては、「熊本でこのような

大地震が起こるとは思ってもいなかった。」と

思った方も数多くおり、平成 28 年 7 月に実施

した平成 28 年第 1 回市政アンケート結果（有

効回答 2,438 件）では、「飲料水や食糧の備蓄

を行っていなかった」と回答した方が 63.3％

で、「自主防災クラブを知らない」と回答した

方が 76.4％、「震災前に町内自治会が行う防

災訓練や行政が行う講習会等に参加したこと

がなかった」と回答した方が 79.0％となって

おり、熊本市民の震災前における防災意識は

低い結果となっていた。 

 今回の震災を経験したことから、今後は市

民が「自らの身の安全は自らが守る」という

自覚を持ち、防災意識の高揚が図れるよう、

本市においても「地域版ハザードマップ」の

作成、「ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）」の開催、

「自主防災クラブリーダー研修」の開催など

を推進し、防災知識の普及促進を図っていく

必要がある。 

 また、市民の隣保協同の精神と連帯感に基

づく防災組織の充実強化を図り、防災意識の

高揚および人命の安全確保に貢献する自主防

災組織（自主防災クラブ）の結成・活動を促

進するための協力体制を確立し、地域の担い

手の育成などに取り組んでいくことが必要と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

３．防災訓練 

（１）震災前の主な防災訓練 

 熊本地震前に行っていた主な防災訓練は次

のとおりである。 

 

①水防訓練 

 梅雨・台風等の出水期に備え、関係機関と

の連携強化並びに本市水防班、消防団員の水

防活動における知識および技術の向上を図る

ことを目的に実施。 

 

図表 10-4-10 訓練概要 

実施時期 ・5月中旬頃

訓練内容
・情報伝達訓練
・水防工法訓練　等

訓練対象者
・熊本市
・熊本市消防団
・国土交通省　等

訓練効果
・実際の資材を利用し訓練することで
　災害対応力が向上
・関係機関との連携強化  

 

②白川・合志川サイレン吹鳴訓練 

 平成 24 年 7 月の九州北部豪雨災害を受け、

住民の早期避難を促し人的被害の軽減を図る

ため、白川・合志川にサイレンを設置した。

この災害の風化を防ぎ、市民の防災意識の更

なる向上を図ることを目的として実施。 

 

図表 10-4-11 訓練概要 

実施時期 ・7月12日

訓練内容
・サイレン吹鳴
・マイク放送訓練

訓練対象者
・地域自治会
・消防団　等

訓練効果
・行政と地域住民が連携した実践的な訓練
・平成24年7月12日の九州北部豪雨災害の
　風化防止  

 

 

 

 

第
10
章

復
興
に
関
す
る
各
計
画
・
組
織
等

− 543 −



- 544 - 
 

③シェイクアウト訓練 

 災害から身を守るための日頃の備えおよび、

災害発生時の初動対応に係る知識や咄嗟の行

動を身につけるとともに、災害対応の基本と

なる「自助」の強化を図ることを目的として

実施。 

 

図表 10-4-12 訓練概要 

実施時期 ・11月上旬頃

訓練内容 ・1分間の安全行動

訓練対象者 ・全市民

訓練効果
・どこでも、誰にでも手軽にできる訓練
・防災に関する啓発

 

 

④大規模災害対処訓練 

災害対策本部等の初動対応および防災関係

機関（ライフライン）と連携した応急対策、

また、迅速な伝達網の確立と情報伝達の確実

性向上を目的とした災害時の職員安否確認お

よび参集訓練を実施。 

 

図表 10-4-13 訓練概要 

実施時期 ・1月中旬頃

訓練内容

・職員安否確認、職員参集訓練
・情報収集、伝達訓練
・災害対策本部訓練
・災害対策本部会議訓練
・災害対策指揮室運営訓練
・情報調整室開設、運営訓練

訓練対象者
・全職員
・防災関係機関

訓練効果
・職員の災害対応力の向上
・各種マニュアルの検証
・防災関係機関との連携  

 

（２）今後に向けて 

 これまでの訓練は、市民・地域・行政が一

体となった防災訓練は少なかった。今後は、

校区単位ごとの市民参加型訓練を多く実施し、

学校、防災関係機関、自主防災クラブ、消防 

 

団、地域団体等の地域に係る多様な主体と連

携し、協力体制の強化、予防並びに災害応急

対策機能の向上を図り、あわせて住民の防災

意識の高揚を図っていくことが必要となる。

また、職員を対象とした訓練の多くがシナリ

オ型であったため、災害対応力を大きく向上

させるには至らなかった。今後は、熊本地震

の課題を踏まえた防災訓練に見直すこととし、

組織や職員の対応力強化や防災関係機関等と

の連携強化および広域的な災害対応力の強化

等を図っていく必要がある。平成28年度は大

規模災害対処訓練において、熊本地震を踏ま

えた災害対策本部の初動対応の課題に対し、

従来のシナリオ型からブラインド型訓練に変

更して実施することとなった。 

 平成29年度からは従来の防災訓練に加えて、

新たに以下の2つの訓練を実施していく。 

 

①震災対処実働訓練 

 熊本地震の経験を踏まえて、新たに策定す

る「避難所開設運営マニュアル」、「物資配送

計画」等に基づき、避難所開設・運営、物資

配送および情報伝達等の災害初動対応を地域

と共に訓練することにより実践に即した災害

対応力の向上を図ることを目的として実施。 

 地域住民も含めて避難所開設・運営や物資

配送の訓練を実施する予定となっている。 

 

図表10-4-14 訓練概要 

実施時期 ・4月中旬頃

訓練内容

・職員参集訓練
・避難所開設、運営訓練
・情報収集、伝達訓練
・物資配送訓練　等

訓練対象者

・災害対策本部要員
・避難所開設運営関係者
（地域・市・施設管理者等）
・地域住民
・企業　等

訓練効果
・災害発生時の迅速な初動体制の確立
・各種マニュアルの検証
・各関係者の育成および協力体制の確立  
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②地域における防災訓練 

 熊本地震の経験を踏まえて新たに改定する

「地域防災計画」、「避難所開設運営マニュア

ル」に基づき、校区ごとに地域団体、市、施

設管理者による「避難所運営委員会」を設立

し、それぞれが災害時の役割を事前に確認・

共有することを目的とし、きめ細やかな訓練

を実施。 

 

図表10-4-15 訓練概要 

実施時期 ・通年

訓練内容

・避難所開設、運営訓練
・ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）
・情報収集、伝達訓練
・地域版ハザードマップの作成促進　等

訓練対象者
・避難所開設運営関係者
（地域・市・施設管理者等）
・地域住民

訓練効果

・災害発生時の迅速な初動体制の確立
・各種マニュアルの検証
・地域ごとにきめ細やかな訓練を実施
・地域との協力体制の確立
・防災に関する啓発  
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第５節 業務継続計画 

 

１．業務継続計画の改定 

（１）業務継続計画の概要 

 「熊本市業務継続計画（地震・津波災害対

策編）」は、熊本地域において直下型大規模地

震が発生し、行政機能が低下した状況下にお

いても、災害応急業務および業務継続の優先

度の高い通常業務（以下「非常時優先業務」

という。）を選定し、必要な資源の確保・配分

等を効率的に投入することにより業務の立ち

上げ時間の短縮や実施する業務レベルの向上

を図り、高いレベルの適切な業務執行を行う

ことを目的として平成24年10月に策定した計

画である。 

 熊本市地域防災計画は、災害対策基本法に

基づき、熊本市防災会議が作成する防災に関

する災害予防業務、災害応急対策業務、災害

復旧・復興業務等を総合的に定めた計画であ

り、本市防災対策の骨格（基本計画）となる

ものである。これに対し、業務継続計画は地

域防災計画の実効性を高める計画である。 

 

図表10-5-1 業務継続計画の位置付けと業務の範囲 

（出所：「熊本市業務継続計画」より作成）

復旧・復興
優先業務

復旧・復興
業務

予防業務

新規発生
業務

非常時優先
通常業務

優先度の低い
通常業務

熊本市危機管理指針

熊本市国民保護計画

業務継続計画

熊本市地域防災計画

熊本市地域防災計画 熊本市事件等対処計画

通常業務

応急対策
業務

 

 

図表10-5-2 地域防災計画と業務継続計画の相違点 

地域防災計画 業務継続計画

計画の趣旨
・市が発災時又は事前に実施すべき災害対
　策に係る実施事項や役割分担等を規定す
　るための計画（基本計画）

・発災時の限られた必要資源を基に、非常
　時優先業務を目標とする時間・時期まで
　に実施できるようにするための計画

計画の位置付け
・防災対策に関する総合的かつ基本的性格
　を有する計画

・防災計画の細部計画および通常業務復旧
　のための実行計画（実効性の確保）

行政の被災 ・想定していない
・庁舎、職員、電力、情報システム、通信
　等の必要資源の被災を評価し、利用でき
　る必要資源を前提に計画を策定する

対象業務
・災害予防業務
・災害応急対策業務
・災害復旧・復興業務

・非常時優先業務を対象とする
（応急業務だけでなく、業務継続の優先度
　の高い通常業務も含まれる）

業務開始
目標時間

・規定していない
（必要事項ではない）

・非常時優先業務ごとに業務開始目標時間
　を定める（いつ頃まで、何を）

職員の飲料水・
食料等の確保

・記載はない
（必要事項でない）

・検討の上、記載する

（出所：「熊本市業務継続計画」より作成） 
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（２）非常時優先業務 

 熊本市業務継続計画における非常時優先業務

とは、震災発災時から1か月間に優先的に実施す

べき業務であって、発災後に実施する人命救助や

避難者対策、ライフラインの維持といった「災害

応急業務」（「初動対策業務」、「応急対策業務」と

早期に実施すべき優先度の高い「復旧・復興業

務」）および災害対応中であっても本市の通常業

務のうち休止することなく継続又は強化して実

施すべき「継続の優先度の高い通常業務」（「継続

業務：Ａ」「縮小業務：Ｂ」）となっている。発災

後しばらくの期間は、各種の必要資源を非常時優

先業務に優先的に割当てるため、非常時優先業務

以外の通常業務は積極的に休止するか、又は非常

時優先業務の支障とならない範囲で業務を実施

することとなる。 

図表10-5-3 非常時優先業務の対象範囲 

内容

初動対策業務
発災後3時間、12時間以内に
実施する業務

応急対策業務 発災後3日以内に実施する業務

復旧・復興業務
優先度の高い復旧・復興に
関する業務

継続業務：Ａ 平常時と同様に継続する業務

縮小業務：Ｂ
他の業務を優先するため
縮小する業務

休止業務：Ｃ
他の業務を優先するため
休止する業務

（出所：「熊本市業務継続計画」より作成）

災害応急
業務

通常業務

非
常
時
優
先
業
務

業務区分

 

非常時優先業務の選定に当たっては、業務

継続計画における被害状況の想定や各前提事

項を勘案し、発災後の業務開始目標時間ごと

の災害応急業務の考え方と、これに対応した

主要な非常時優先業務の基準を次のように整

理していた。 

 

図表10-5-4 業務開始目標時間別の主要な非常時優先業務の選定基準表 
業務開始目標時間 業務の考え方 非常時優先業務

①3時間以内

・初動体制の確立

・被災状況の把握

・消火、救助、救出の開始

・避難所の開設

・広域応援要請

・災害対策本部（各対策部）の設置および開催運営

・被害情報の把握（収集・伝達・報告）

・職員等参集状況の把握（収集・伝達・報告）

・庁舎等の被害状況の把握

・市民病院等の医療機関被害状況の把握

・市公共施設の被害状況の把握（土木・上下水道・建築物等）

・火災、津波等対策（消火、避難・警戒・誘導処置等）

・救助、救出（医療救護）体制編成・運用

・避難所（救護所）の開設・運営

・広域応援要請（警察・自衛隊・消防・ＤＭＡＴ等に係る、国・県への派遣要請）

・通信の確保、維持・運営

・児童等の安全確認

②12時間以内

・応急活動の開始

・救護活動の開始

・避難生活支援開始

・災害関連情報の広報

・防災関係機関および協定団体との調整（受入れ・対応箇所等）

・二次被害防止（土砂災害危険箇所における避難等）

・道路等の応急復旧業務（緊急輸送道路の通行確保）

・上下水道の応急復旧業務

・応急給水対策（給水車・拠点の開設）

・保健・医療対策（拠点の開設）

・避難者数の把握

・避難生活に係る物資の確保・輸送（配布・管理）

・避難所における保健衛生活動（救護所・仮設トイレ等）

・遺体の取扱い（収容・保管等）

③24時間

（1日以内）

・応急活動の拡大

・重要な行事の手続き

・重要業務システムの再開（Ｃネット、ホストコンピュータなど）

・衛生環境の回復（保健衛生・防疫活動）

・社会的な重要行事等の延期調整

・避難生活の向上（入浴、メンタルヘルス、防犯、保健師派遣等）

・ボランティアの受入れ・運用

・災害時要援護者に係る業務

・危険物（火薬・劇物等）の応急対応

・災害救助法の適用手続き

④72時間

（3日以内）

・救助活動等の拡充

・被災者への支援開始

・市民生活の復旧

・インフラの復旧

・要救助者、行方不明者の救助・捜索活動の充実

・応急危険度判定

・ゴミ瓦礫処理等の清掃に関する業務（施設の開設）

・上下水道復旧工事の実施

・り災証明発行に係る判定調査

・災害対応の必要経費の確保に係る業務

・復興本部の立ち上げ業務

・遺体の取扱い（火葬手続き）

⑤1週間以内

・被災者への支援

・行政窓口機能の回復

・教育（授業）の再開

・生活再建等に係る広報・広聴業務

・窓口業務の再開

・許認可業務の再開

・り災証明の発行業務

・応急住居（住宅・アパート等）数の把握

・応急仮設住宅必要戸数の把握

・休園・休校の授業再開

・震災復興本部の設置

⑥2週間以内
・被災者への支援

・復旧、復興業務の本格化

・被災者生活再建支援法等関係業務

・転居住宅、アパート確保（仮設住宅着工：20日以内）

・閉鎖園・学校の授業再開（移転・間借）

・生活保護関係業務の再開

・公共施設災害の復旧業務

・農林水産業の復旧・復興業務

・商工業の復旧・復興業務

・義援金等の支払・支給

⑦1か月以内
・復旧、復興に係る業務

・行政機能の回復

・仮設住宅の完成（逐次）

・仮設プレハブ校舎着工

・その他の業務

（出所：「熊本市業務継続計画」より作成）  
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（３）熊本地震における計画の検証 

 業務継続計画は平成24年10月に策定されて

おり、計画の適用となる災害の発生は今回の

震災が初めてであった。業務継続計画につい

ては、平成24年10月の策定以降、組織改編等

による各局・区対策部の事務の変更がなされ

ておらず、また、職員に対する計画の周知が

十分に図られていなかったこと、どの段階で

どれだけの人員が必要であり、どこからその

人員を捻出するのかといった細かい視点が欠

けていたことなどから、発災直後の初動時に

は、震災対応に必要な人員の確保や、それぞ

れの非常時優先業務に対する人員の必要数の

調整など、各局・区において判断にばらつき

があり、震災対応における人員等の調整や、

局・区間の横断的な対応に混乱が生じること

となった。 

 継続の優先度の高い通常業務については、

今回の震災が未曾有のものであり、短期間で

の復旧の見込みがないこと、通常業務を縮

小・一時休止しなければ復旧業務に支障をき

たすことを踏まえ、業務継続計画に基づき、4

月18日から各局・区における通常業務の休止

等について整理を開始し、市民生活に支障の

ない通常業務を縮小・一時休止することとな

った。縮小・一時休止した業務については、

市ＨＰにて広報を行い周知に努めた。 

また、業務継続計画では非常時優先業務は

震災発災時から1か月間を対象としているが、

今回の震災では被害が甚大であり、1か月では

非常時優先業務が終了しなかったことから通

常業務の縮小・一時休止の期間もそれぞれの

業務に応じて臨機応変に対応することとなっ

た。 

 

図表10-5-5 市ＨＰで広報を行った熊本地震時の縮小・一時休止する業務一覧（例） 

（平成28年4月28日時点一部抜粋） 

 

 

 

（４）業務継続計画の改定 

 今回の震災において、業務継続計画に基づ

く震災対応については各局・区での判断にば

らつきもあり、震災対応に必要な人員の確保

が困難であった。特に、発災後の初動におい

ては非常時優先業務への人員投入や各局・区

間での調整に混乱が生じるなどの課題が生じ

たことから、地域防災計画の改定に伴い、業

務継続計画も今回の経験に基づく実効性の高

い計画へと見直しを進めている。 

 見直しに当たっては、今回の震災対応にお

ける実績等を踏まえ、まずは復旧・復興の各

段階において必要となる業務、人員投入量を

把握することを目的に、各局・区を対象とし

て、平成28年4月15日から10月14日までの期間

に「各業務にどれだけの人員（正規職員・再

縮小・一時休止する業務一覧　　　【政策局】

局内の政策その他重要事項の総合
的調整に関すること

県内大学・コンソーシアム熊本との連絡調整
×

局内事務の連絡調整に関すること 市長記者会見資料作成
×

指定都市市長会に関すること 中核市市長会・指定都市市長会との連絡調整
△

東京事務所との連絡調整に関する
こと

国、政党等の情報共有
△

広報課 広報に関すること 電波等の媒体による広報 △

電子媒体による広報 △

報道機関との連絡及び市政記者室
に関すること

報道機関との連絡及び市政記者室との調整
○

  ×・・・休止
　△・・・業務の縮小
　○・・・実施

政策企画課

課名 事務分掌 業務内容
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任用職員と非正規職員）が従事したのか」、「そ

の際、時間外勤務はどれだけ必要としたのか」

を明確にするための調査を、計5回実施した。

その後、平成28年4月15日から10月14日までの

通常業務への人員投入量、それぞれの段階に

おける非常時優先業務の設定および必要人員

等について各局・区に調査を行った。今後は

各局・区へ継続的な調査およびヒアリング等

を実施し、災害対応業務や人員配置等の精査

を行った上で、平成29年度中の改定を予定し

ている。 

 次に災害が発生した際は、各組織が非常時

優先業務や通常業務に対し、必要に応じた人

員投入がスムーズに行えるよう、業務継続計

画の職員への研修・啓発・周知等を図ってい

く必要がある。 
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第６節 財務 

 

１．予算対応 

（１）5 月補正予算 

熊本地震に関連した経費として、緊急に取

り組む必要がある被災者支援・生活再建に要

する経費について、平成 28 年 5 月 6 日に、5

事業 8,112,120 千円の補正予算を市長専決処

分により措置した。 

 

図表 10-6-1 5 月補正予算内訳（一般会計） 

項目
予算額
（千円）

被災者住宅支援事業 （応急仮設住宅建設、民間
賃貸住宅等の借上げ、被災住宅の応急修理)

7,832,000

災害弔慰金および災害見舞金支給経費 77,620

災害援護資金貸付事業 90,000

熊本地震特別融資利子補給金 112,500

計 8,112,120  

 

（２）「平成 28 年度予算執行にあたっての基

本方針について」（平成 28 年 5 月 18

日付け財政発第 40 号） 

今後の本格的な復旧・復興に向けた新たな

人員の確保、財政需要への的確な対応と事業

の優先度に応じた選択と集中を行っていくた

め、平成 28 年度の予算執行に当たって、以下

の基本方針を副市長名で通知した。 

 

＜基本方針＞ 

■災害復旧や復興に係る事業は、各局におい 

て最優先で迅速かつ確実に実施する。 

■災害復旧や復興に係る事業は、各局におい

て国・県の補助事業を最大限活用し、必要

な財源を確保する。 

■当初予算計上事業は、事業の優先度や効果

の最大化、適時性を念頭に各局において当

面以下の対応を行う。 

 

＜各局における具体的対応について＞ 

（ア）災害復旧や復興に係る事業における具 

体的対応 

■災害救助法をはじめとする国・県の補助事

業等の最大限の活用を図る。 

■国・県に対し補助制度の弾力的運用や制度

改善を得られるよう積極的な要望・折衝を

行う。 

■公共施設は一律に復旧するのではなく、当

該施設の必要性を整理した上で対応する。 

※特に公共施設等の所管課においては、「熊

本市の公共施設マネジメントに向けた

基本的考え方」（資産マネジメント推進

室作成）を踏まえ、施設の再配置や機能

再編に向けた検討も行う。 

■使途および金額について遺漏なく把握して

おく。 

 

（イ）当初予算計上事業における具体的対 

  応 

以下の対応を原則とするが、緊急又は特段

の事情があり判断に迷う場合は、個別に財政

課と協議すること。 

■年度間調整で先送り可能な事業は執行停止

とする。 

■新規・拡充事業（単独事業）は、原則とし

て中止・凍結する。 

■継続事業においても、費用対効果や適時性

等を見極めながら厳選の上実施する。 

■イベント等は必要な見直しを行う。 
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（３）6 月補正予算 

熊本地震に関連した経費として、6 月補正

予算において、被災者支援および応急対応に

関する経費など一般会計 32 事業、18,832,186

千円を措置した。 

 

図表 10-6-2 6 月補正予算内訳（一般会計） 

 

 

（４）8 月補正予算 

熊本地震に関連した経費として、8 月補正

予算において被災者支援および生活再建関連

経費と公共施設等の復旧経費など一般会計

105 事業、73,178,376 千円、特別会計 171,407

千円を措置した。 

また、あわせて平成 28 年度当初予算計上事

業の見直しを実施し、191 事業、10,014,985

千円の減額補正を行った。 

 

図表 10-6-3 8 月補正予算内訳（一般会計） 

予算額
（千円）

避難所の設置等関連経費
（避難所設置運営経費、校区自治
協議会等への災害対応臨時給付経
費）

61,789

被災者への経済的な支援経費
（災害見舞金・災害弔慰金支給経
費）

926,582

住まいの支援関連経費
（被災者住宅支援関係経費、仮設
住宅入居者くらし再建支援経費、
仮設住宅バス運行関係経費、宅地
被害調査経費）

13,607,500

震災廃棄物対策経費 19,063,100

農水産業復旧支援経費
（経営体育成支援事業、農業生産
振興事業、水産生産振興事業、ノ
リ養殖経営再開支援経費、農業金
融対策経費）

5,976,800

民有施設等への支援経費
（商店街施設等災害復旧経費、地
域公民館災害復旧経費）

70,200

支援の実施・相談に係る経費
（震災生活再建支援関係経費、り
災証明発行関係経費、災害対応職
員経費）

3,606,206

公共施設復旧経費
（学校施設・廃棄物処理施設・市
営住宅・熊本城・公設運動施設・
文化施設・動植物園・くまもと森
都心プラザ・文化財等・庁舎等災
害復旧経費）

11,547,203

土木施設復旧経費
（道路橋梁、河川、公園災害復旧
経費）

11,055,158

農業施設等復旧経費
（農地・漁港施設等災害復旧経
費、県営農地等・漁場災害復旧事
業負担金）

3,094,700

社会福祉施設復旧経費
（老人福祉施設、障がい者支援施
設、保育所、母子・父子福祉施
設、児童福祉施設、保護施設等災
害復旧経費）

4,072,838

96,300

73,178,376

項目

被災者支援および生活再建関連経費

公共施設等復旧経費　

その他
（熊本地震犠牲者慰霊祭開催経費、
震災復興推進経費、「復興城主」募
集経費、建築物耐震化促進事業）

計  

予算額
（千円）

避難所の設置等関連経費
（避難所・福祉避難所設置運営経
費、物資輸送関係経費、避難者等
輸送経費、緊急雇用対策事業）

2,019,454

被災者への経済的な支援経費
（災害見舞金・生活必需品支給経
費、災害援護資金貸付事業、教科
書・学用品支給経費）

2,952,000

支援の実施・相談に係る経費
（り災証明書関係経費、被災者支援
コールセンター運営経費、震災生活
再建支援関係経費、被災者住宅支
援事業等）

228,482

農水産業復旧支援経費
（経営体育成支援事業、農業生産振
興事業、漁業生産支援経費）

1,982,450

教育相談・支援体制関連経費
（スクールカウンセラー配置事業、学
校教育緊急ダイヤル設置経費）

100,000

震災廃棄物対策経費 11,047,600

文化財等応急対応経費
（熊本城・文化財等応急対応経費）

494,000

その他
（震災復興計画関係経費、水防活動
経費）

8,200

18,832,186

項目

被災者支援関連経費

応急対応等経費

計

第
10
章

復
興
に
関
す
る
各
計
画
・
組
織
等

− 551 −



- 552 - 
 

（５）「平成 28 年熊本地震に伴う財政影響試

算と今後の対応について」 

＜試算の前提＞ 

【歳出】 

（ア）公共施設等復旧経費 

■8 月補正予算時点で、今後の見込みも含め

想定した復旧・復興経費。 

■災害査定が実施中であり、今後も変動が見

込まれる。 

 

（イ）被災者支援および生活再建関連経費 

■8 月補正予算時点で想定している復旧・復 

興経費。 

 

 ※宅地や未指定文化財等の復旧支援につい 

ては、国への支援要望と合わせ、復興基 

金の活用を今後県と協議。 

 

 

【歳入】 

（ア）市税 

■個人市民税等については、仙台市の実績を 

参考に発災後 3～5 年目で回復すると見込

む。 

■固定資産税・都市計画税等については、仙 

台市でも回復していない状況にあることか 

ら、仙台市の実績を参考に発災後 3～10 年 

目の間で徐々に回復すると見込む。 

 

※減免分：歳入欠かん債の発行により、57％

が後年度特別交付税で補填される。 

※減収分：普通交付税の算定上、25％が歳入

に影響。 

 

（イ）使用料  

■熊本城は 3 年間の減収、その他動植物園、 

体育施設、市民会館は 2 年間の減収が続き、

その後回復すると見込む。

 

図表 10-6-4 熊本地震に伴う財政影響試算（平成 28 年 10 月試算） 

　Ａ：公共施設等復旧経費(今後の見込み含む)　　１，４６０億円　　　　（１５０億円）

　Ｂ：被災者支援及び生活再建関連経費　　　　  　　８７０億円　　　　　（７０億円）

　Ｃ：新たな被災者支援　　　　　　　　　　　　現時点では不明　　　　　　　　（α）

　Ｄ：税収の減 　　　　　　　　　　　　　 １２０～３１３億円　（４５～１２６億円）

　Ｅ：使用料の減　 　　　　　  　 　　　　   　　　 ３３億円　　　　　（３３億円）

　Ｆ：国・県からの支援の確保 　　　　　　　　 現時点では不明　　　　　　　　（β）

　Ｇ：Ｈ28年度当初予算の見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　（▲　８０億円）

　Ｈ：財政調整基金や前年度からの繰越金など　  　　　　　　　　　　（▲１６０億円）

　  　

　　　　⇒　本市財政への影響額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８億円～１３９億円＋α－β

(出典：「平成28年熊本地震に伴う財政影響試算と今後の対応について（平成28年11月　財政局財政課）」より）

一般会計の実負担額
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（６）12 月補正予算 

熊本地震に関連した経費として、12 月補正

予算において被災者支援および生活再建関連

経費と公共施設等の復旧経費など一般会計

26 事業、9,445,313 千円を措置した。 

 

図表 10-6-5 12 月補正予算内訳（一般会計） 

 
 

（７）2 月補正予算 

熊本地震に関連した経費として、2 月補正

予算において被災者支援および生活再建関連

経費と公共施設等の復旧経費など一般会計

93 事業、3,647,542 千円を措置した。 

 

図表 10-6-6 2 月補正予算内訳（一般会計） 

予算額
（千円）

被災者支援および生活再建関連経費

被災者への経済的な支援経費
（災害弔慰金支給経費）

80,200

住まいの支援関連経費
（宅地耐震化推進事業、災害関
連地域防災がけ崩れ対策事業、
災害公営住宅整備事業、宅地復
旧支援事業）

825,159

農水産業復旧支援経費
（経営体育成支援事業、農業生
産振興事業）

695,463

その他
（実績確定に伴う決算補正等）

▲ 1,090,178

公共施設復旧経費
（学校施設・廃棄物処理施設・
市営住宅・熊本城・公設運動施
設・文化施設・動植物園・くま
もと森都心プラザ・文化財等・
庁舎等災害復旧経費等）

▲ 621,443

土木施設復旧経費
（道路橋梁、河川、公園災害復
旧経費）

▲ 1,192,286

農業施設等災害復旧経費
（農地災害復旧経費、県営農地
等災害復旧事業負担金）

▲ 1,544,170

社会福祉施設復旧経費
（老人福祉施設、障がい者支援
施設、保育所、母子・父子福祉
施設、児童福祉施設等災害復旧
経費）

▲ 275,149

6,769,946

3,647,542

項目

公共施設等復旧経費

その他
（「復興城主」募集経費、市債管
理基金積立金）

計
 

 

（８）「平成 28 年熊本地震に伴う財政影響試

算（3 月試算）について」 

＜試算の前提＞ 

【歳出】 

（ア）公共施設等復旧経費 

■平成 29 年度当初予算編成時点で、今後の見 

込みも含め想定した復旧・復興経費。 

 

（イ）被災者支援および生活再建等関連経費 

■平成 29 年度当初予算編成時点で、今後の見

予算額
（千円）

被災者への経済的な支援経費
（災害見舞金・災害弔慰金支給経
費、就学援助経費）

459,400

住まいの支援関連経費
（宅地被害調査経費、宅地耐震化
推進事業、災害関連地域防災がけ
崩れ対策事業、災害公営住宅整備
事業、被災者住宅支援事業）

5,497,500

農水産業復旧支援経費 320,213

民有施設等への支援経費
(地域公民館災害復旧経費)

54,200

支援の実施・相談に係る経費
（スクールカウンセラー配置事
業、子どものこころのケア事業、
家屋被害調査関係経費）

69,800

復興基金関連経費
（認可外保育施設利用者支援経
費、児童育成クラブ利用者支援経
費、農地等災害復旧経費、地域コ
ミュニティ施設等再建支援経費、
消防団詰所等再建支援経費）

602,000

公共施設復旧経費
（熊本城・公設運動施設・こども
センター・児童育成クラブ・学校
施設等災害復旧経費、地域公民館
解体経費）

2,428,800

農業施設等災害復旧経費
（県営漁業災害復旧事業負担金）

10,000

3,400

9,445,313計

項目

被災者支援および生活再建関連経費

公共施設等復旧経費

その他
（熊本地震一年の記録誌作成経費）
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込みも含め想定した復旧・復興経費。 

 

【歳入】 

（ア）市税 

■個人市民税については、仙台市の実績を参

考に発災後 5 年目で回復すると見込む。 

■固定資産税・都市計画税については、家屋 

の解体に伴う減収と家屋の新築等に伴う増 

収を反映。発災後 5 年間は影響があるもの 

と見込む。 

 ※減免分：歳入欠かん債の発行により、75％ 

が後年度普通交付税で補填される。 

 ※減収分：普通交付税の算定上、25％が歳 

入に影響。 

 

（イ）使用料  

■熊本城は 3 年間の減収、その他動植物園、

体育施設、市民会館は 2 年間の減収が続き、

その後回復すると見込む。 

 

 

図表 10-6-7 熊本地震に伴う財政影響試算（平成 29 年 3 月試算） 

 
 

＜今後の財政運営＞ 

熊本地震分以外の収支改善を反映すると、

今回の震災の本市財政への影響額は 175 億円

であり、本市財政への影響期間（平成 29～58

年度）で年間 6 億円程度の収支改善が必要と

なる。 

 こうした状況を踏まえ、今後も被災者の生

活再建をはじめとする熊本地震からの復旧・

復興に最優先で取り組みながら、歳入面では、

中長期にわたり、国・県の補助金等を最大限

に活用するとともに、未利用地の売却や寄附

金等の更なる歳入の確保、自主財源の確保（市

税等の収納率の向上、税財源の涵養）に努め

ていく。 

また、歳出面では、各局主導による継続的

な事務事業の見直し、業務の効率化による総

人件費の抑制および公共施設マネジメントに

よる総コストの抑制を行うなど、歳出・歳入

の両面において、収支改善に向けた取組を進

めることで、震災による財政影響を最小化し、

計画的な財政運営を実現していく。 

 

（９）平成 29 年度当初予算 

熊本地震に関連した経費として、平成 29

年度当初予算において被災者支援および生活

再建関連経費と公共施設等の復旧経費など一

般会計総額 71,465,736 千円を措置した。 

 

 

 

　　 Ａ：公共施設等復旧経費　　　　　　　　　　１，４７６億円　　　　（１９２億円）

　 　Ｂ：被災者支援及び生活再建等関連経費　　  １，７３５億円　　　　（１２７億円）

　 　Ｃ：税収の減 　　　　　　　　　　　　 　　　　　８４億円　　　　　（２９億円）

　 　Ｄ：使用料の減　　　　　　　　　　　　　　　　　３４億円　　　　　（３４億円）

     ・既に活用した財政調整基金（平成２８・２９年度）　　　　　　　　　▲５１億円

     ・震災に伴い新たに発生した財源（特別交付税、寄附金・宝くじ）　 　 ▲４７億円

      　　⇒　本市財政への影響額（熊本地震分のみ）　　　　　　　２８４億円

 　　　　　　　（※）特別交付税は、平成２８年度交付額から、上記Ａ及びＢで実施する事業に対する措置分を除いた額

   ・本市財政への影響額（熊本地震分のみ）　　　　　　　　　　 　２８４億円

 　・熊本地震分以外の収支の改善額　　　　　　　　　　　　　　 ▲１０９億円

　　  ⇒　本市財政への影響額（熊本地震分以外の収支改善を反映）１７５億円

(出典：「平成28年熊本地震に伴う財政影響試算（3月試算）について（平成29年3月　財政局財政課）」より）

（本市の一般会計の実負担額）
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図表 10-6-8 平成 29 年度当初予算内訳 

（一般会計） 

予算額
（千円）

被災者支援および生活再建関連経費

被災者への経済的な支援経費
（義援金関係経費、熊本地震特
別融資利子補給金、高齢者住宅
再建利子補給事業、災害援護貸
付金、災害見舞金支給経費、災
害弔慰金支給経費、就学援助経
費）

271,550

住まいの支援関連経費
（応急仮設住宅住環境整備経
費、応急住宅入居者くらし再建支
援経費、災害関連地域防災がけ
崩れ対策事業、宅地耐震化推進
事業、伴走型住まい確保支援経
費、被災者住宅支援事業）

18,014,100

民有施設等への支援経費 10,000

支援の実施・相談に係る経費
（スクールカウンセラー配置事業、
災害対応派遣職員経費、子ども
のこころのケア事業、市外避難者
への支援関係経費、消費者相談
経費、震災生活再建関係経費、
地域自殺対策緊急強化事業、中
長期派遣職員経費、被災者向け
各種広報経費、被災者生活再建
支援システム経費）

1,743,877

農水産業復旧支援経費
（経営体育成支援事業、海岸漂
着物地域対策推進経費、水産多
面的機能発揮対策事業）

365,947

震災廃棄物対策経費 29,934,000

復興基金関係経費
（応急仮設住宅管理経費、共同
墓地復旧支援経費、建築物耐震
化促進事業、私立博物館等復旧
経費、児童育成クラブ利用者支援
経費、宅地復旧支援事業、地域
公民館災害復旧経費、認可外保
育施設利用者支援経費、復興ボ
ランティア連携推進経費）

4,402,600

項目

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）復興基金 

①概要 

平成 28 年熊本地震復興基金は、既存制度で

は対応できない被災者等のきめ細かなニーズ

に対応し、早期の復興を図るため、県が国の

平成28年度第2次補正予算により措置された

510 億円の特別交付税等を原資として、平成

28 年熊本地震復興基金条例により設置した

基金である。 

当該条例は平成 28 年 10 月 11 日に公布・施

行された。なお、附則にて、条例が効力を失

う期日を、平成38年12月31日と定めている。 

当該条例と同じく、総額 523.2 億円の基金

造成費が平成 28 年度 9 月補正予算（熊本県）

として可決された。その財源内訳は、特別交

付税 510 億円と宝くじ交付金（県分）13.2 億

円である。 

 

②復興基金に関する県の 1 次調査 

平成 28 年 9 月 7 日に熊本県（市町村課）よ

予算額
（千円）

公共施設復旧経費
（学校施設・廃棄物処理施設・熊
本城・公設運動施設・文化施設・
動植物園・文化財等・庁舎等災害
復旧経費等）

14,818,801

土木施設復旧経費
（道路橋梁、河川復旧経費等）

924,300

農業施設等災害復旧経費
（県営農地等、県営漁場災害復
旧事業、団体営農地等災害復旧
事業）

494,400

社会福祉施設復旧経費
（老人福祉施設、障がい者支援施
設等災害復旧経費）

356,726

129,435

71,465,736計

項目

公共施設等復旧経費

その他
（「復興城主」募集経費、エン
ターテインメント支援基金経費、
熊本地震記録集作成経費、熊本地
震震災記録誌作成経費、くまもと
復興映画祭開催経費等）
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り、各市町村宛に「『復興基金』の活用事業の

検討のための事前調査」として照会が行われ

た。 

これに対し本市は、液状化等の宅地被害の

中でも現行の公共事業では対応できないもの

に対する新たな支援制度の創設や、未指定文

化財の復旧に係る支援、あるいは、自力での

再建が困難な住宅の一部損壊世帯に対する支

援など、市民や市議会からの強い要望がある

ものを中心に 80 事業、約 371.7 億円を回答し

た。 

 

③復興基金に関する第 1 回県・市町村意見交

換会 

平成28年10月14日に知事をはじめとする 

県幹部と県内各市町村長が一同に会し、「熊本

地震からの復旧・復興に向けた県・市町村に

よる意見交換会」が開催された。この中で、

復興基金の活用について以下のことが確認さ

れた。 

 

＜意見交換会で確認された内容＞ 

■復興基金のうち特別交付税で措置される

510 億円は、被災市町村が実施する事業を

中心に、県が活用事業の統一ルールを定め

て配分する。 

■まずは、特に要望の多かった事業に対する

250 億円程度の第 1 次配分について了承を

得た。そのため、平成 28 年 12 月定例県議

会に関係予算を提案する予定。今後、市町

村で実務的な整理ができたものについて、

順次配分していく。 

■その後の配分については、第 1 次配分の状

況や市町村の意見を踏まえ、検討する。 

■また、既に基金に積み立てている宝くじ交

付金の 13.2 億円は、できる限り市町村が自

由に使える財源として、今後、市町村の意

見を踏まえ、配分を検討する。 

 

④12 月補正予算 

県においては、基金事業として、平成 28

年 12 月定例県議会に 10 事業、総額約 25.9

億円の補正予算案が提出され、成立した。 

内訳は、被災者の生活支援：4 事業、約 1.7

億円、防災・安全対策：1 事業、約 2.4 億円、

公共施設等の復旧支援：2 事業、約 6.4 億円、

地域コミュニティ施設の復旧支援：3 事業、

約 15.5 億円である。 

また、県の予算提出に伴い、本市において

も、関連する 5 事業、約 6.0 億円の補正予算

案を平成 28 年 12 月定例市議会に提出し、成

立した。 

 

⑤復興基金に関する県の 2 次調査 

基金事業について、平成 28 年度 12 月補正

予算成立後に、さらに予算化する事業を検討

するため、同年 12 月 27 日に熊本県（市町村

課）より、各市町村宛に「平成 28 年熊本地震

復興基金の活用事業の検討のための追加調

査」として照会が行われた。 

これに対し本市は、引き続き、液状化等の

宅地被害の中でも現行の公共事業では対応で

きないものに対する支援や恒久的な住まいの

確保に向けた支援、未指定文化財等の復旧に

関する支援など、市民や市議会からの強い要

望があるものを中心に 59 事業、約 361.9 億円

を回答した。 

 

⑥復興基金に関する第 2 回県・市町村意見交 

換会 

平成 29 年 2 月 28 日に再び知事をはじめと

する県幹部と県内各市町村長が一同に会し、

「熊本地震からの復旧・復興に向けた第 2 回

県・市町村による意見交換会」が開催された。

この中で、復興基金の今後の進め方について

以下のことが確認された。 

 

＜意見交換会で確認された内容＞ 

■当面は、地域の復興に向けた急を要する財

産の復旧、被災者支援、恒久的な住まいの

確保（移行）に向けた取組に優先的に活用

する。 

■既存の国庫補助制度や地方財政措置等によ

る財政支援があるものは対象としない。 
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■宝くじ交付金を原資とする創意工夫事業分

13.2 億円については、被災市町村が個別需

要に対応するため、平成 29 年 6 月定例県議

会に向けた追加ルール分の策定状況を見て、

一定額を配分予定。配分方法に関しては別

途協議。 

■よりきめ細かにニーズを把握するため、意

見を聴取する取組（下記ア～オ）を幅広く

展開し、平成 28 年度中に具体的な課題を把

握し、県と市町村が連携して、平成 29 年 6

月定例議会で共に追加事業の予算化を図る。 

 

ア：従来から実施している市町村等意見交 

換会の取組 

イ：地域振興局を中心に管内市町村や様々 

な団体の参画による意見交換会等の取

組 

ウ：仮設住宅などの自治組織等との意見交 

換 

エ：県庁内各部局による関係団体との会合 

等の機会を利用した課題の把握 

オ：その他、関係組織との連携 

 

⑦2 月補正予算 

県においては、基金事業として、平成 29

年 2 月定例県議会に被災宅地復旧支援事業と

して 1 事業、10 億円の平成 28 年度補正予算

案が提出され、成立した。 

県の補正予算案提出に伴い、本市において

も、被災宅地復旧支援事業として 1 事業、7.0

億円、および歳入予算として 2 事業、約 0.4

億円の補正予算案を平成29年2月定例市議会

に提出し、成立した。 

 

⑧平成 29 年度当初予算 

県においては、基金事業として、平成 29

年 2 月定例県議会に 29 事業、総額約 111.3

億円の平成 29 年度当初予算案が提出され、成

立した。 

内訳は、市町村分として 18 事業、100 億円

が計上されており、県事業分として 11 事業、

約 11.3 億円が計上された。 

また、平成 29 年 2 月定例県議会への予算提

出に伴い、本市においても、9 事業、総額約

44億円の平成29年度当初予算案を平成29年

2 月定例市議会に提出し、成立した。 

 

（１１）総括 

一日も早い震災からの復興を目指し、「震災

復興計画」に掲げる施策に本格的に取り組む

とともに、第 7 次総合計画に掲げる「市民が

住み続けたい、だれもが住んでみたくなる、

訪れたくなるまち、『上質な生活都市』」の実

現に向けて取組を進めるためには、安定的な

財政運営が求められる。 

このため、引き続き、国に対し最大限の支

援を要望するとともに、業務の効率化による

時間外勤務の縮減や未利用地の売却をはじめ、

抜本的かつ徹底した行財政改革に取り組むこ

とで、震災の財政影響を最小化していく。 

また、このような取組を一体的に進めるこ

とで、復旧・復興に必要な人員や財源を確保

するとともに、地域経済の活性化や雇用の創

出等により、中長期的には財政収支を好転さ

せることで、持続可能な財政運営に努めてい

く必要がある。 

 

２．震災に伴う会計処理 

（１）システムへの影響と対応 

本市では、支払いや収納等の会計事務を「財

務会計システム」を使用した電算処理で行っ

ている。 

4 月 16 日の本震では、震動や停電によりサ

ーバーに不具合が生じ、4 月 18 日の朝から同

システムが停止した。 

システムを利用しなければ通常の支払処理

ができないため、全庁電子掲示板を利用して、

全職員宛てに緊急案件のみ個別対応すること

を周知した。 

システムは、18 日 15 時には復旧したが、

その間に各課からの依頼を受け、5 件を手処

理により支払いを行った。 
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（２）震災対応に係る取組 

震災対応の業務として、義援金等の受付体

制の整備が必要であったが、これまでも水害

等での義援金口座を開設した経験もあったこ

とから、担当課からの口座開設の申出に基づ

き、口座開設および振込手数料免除に係る金

融機関との調整を円滑に行うことができた。 

また、通常の支払事務に関しては、4 月 28

日に各課に対し「支払事務の確実な執行につ

いて」を通知し、通常時に設定している支払

書類の持回り審査に係る時間帯の制限を撤廃

したほか、緊急払いにも必要に応じて対応す

るなど、震災の影響による支払遅延等が発生

しないよう対応した。 

 

（３）課題と今後の取組 

今回の震災では、システムが短期間で復旧

したことから、会計処理に関して大きな問題

は発生しなかったが、復旧まで長期間を要す

る被害が出た場合や支払い繁忙期に災害が発

生した場合の対応を検討しておく必要がある。 

また、支払いを行う指定金融機関が被災して

処理ができない場合の対応について、平常時

から協議しておく必要がある。 
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第７節 契約 

 

１．震災に伴う契約事務 

（１）物品契約等の応急措置・対応 

①発災直後 

震災直後、契約業務担当職員が避難所運営

業務に従事したことから、契約政策課の業務

を縮小するとともに、震災直後の状況では業

者の入札参加および定例見積合わせへの参加

は困難と判断されたことから、入札や定例の

見積合わせ等の通常の契約業務を中止するこ

ととした。 

この中止の周知については、平成 28 年 4

月 18 日付けで全庁電子掲示板において「入

札・定例見積合わせ等通常業務中止」として

掲示し周知を行った。 

しかし、被災現場等では熊本地震復旧（予

防）対策として緊急を要する物品購入や業務

委託（賃貸借）契約等が必要であったことか

ら、同時に 4 月 18 日付けで、「緊急を要する

物品購入に係る事務取扱」並びに「緊急を要

する業務委託（賃貸借）契約等に係る事務取

扱」の通知を全庁電子掲示板に掲載し、緊急

時の事務取扱方法について周知を図った。 

この事務取扱の内容は、本市では大規模災

害発生時の対応を平成 24 年に発生した九州

北部豪雨災害時の対応であった「平成 24 年 7

月九州北部豪雨災害に伴う緊急を要する物品

購入に係る事務取扱いについて（平成 24 年 7

月 18 日総務局長決裁）」（図表 10-7-1 参照）

および「災害対応に伴う緊急を要する業務委

託契約等に係る事務取扱い（平成 24 年 7 月

19 日総務局長決裁）」（図表 10-7-3 参照）

を準用し運用することを示したものである。 

ただし、この通知は前述のとおり平成 24

年 7 月九州北部豪雨災害時のものであったた

め、「九州北部豪雨災害復旧（予防）対策」

の文言を「平成 28 年熊本地震復旧（予防）対

策」などと読み替える必要が生じたため、物

品購入と業務委託（賃貸借）契約に関する 2

つの事務取扱方法の周知に加えて、図表

10-7-2 および図表 10-7-4 のとおりそれぞれ

の「準用にあたっての注意点」を全庁電子掲

示板に掲載した。 

しかし、この対応はあくまで緊急的措置で

あったため、今回の経験を踏まえ、各種災害

に対応する新たな事務取扱の作成を検討する

こととした。 
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図表 10-7-1 平成 24 年 7 月九州北部豪雨災害時の緊急を要する物品購入に係る事務取扱い 
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◆事務取扱い（抜粋）

購入の代行 名簿未登録
５万円未満 不要 要
５万円以上～１６０万円以下 要 要
　

購入の代行 名簿未登録
５万円未満 不要 要
５万円以上～１６０万円以下 要 要

◆合議の方法（抜粋）

購入の代行に対する合議

名簿未登録に対する合議

　　※合議先：契約検査総室副室長

購入の代行に対する合議

名簿未登録に対する合議

　　※合議先：契約政策課長

◆その他（抜粋）
　○入札及び見積合せの暇がある場合は、契約の透明性、競争性を確保する必要がある
　　ため、契約検査総室物品契約班へ購入依頼を行うものとする。

　○入札及び見積合せの暇がある場合は、契約の透明性、競争性を確保する必要がある

　　ため、契約政策課物品契約班へ購入依頼を行うものとする。

平成２８年熊本地震による緊急調達のため、熊本市物品会計規則

第１１条の２第８号に基づき合議するものである。

平成２８年熊本地震復旧（予防）対策として緊急調達を要するた

め、やむを得ず未登録の相手方から購入するものである。

九州北部豪雨災害による緊急調達のため、熊本市物品会計規則第１１
条の２第８号に基づき合議するものである。

九州北部豪雨災害復旧（予防）対策として緊急調達を要するため、やむ
を得ず未登録の相手方から購入するものである。

～　準用にあたっての注意点　～

契約政策課長合議の必要性

文　　　　　例

通知文中、２ページについては、下記のとおり読み替えをお願いします。

契約検査総室副室長合議の必要性

文　　　　　例

図表 10-7-2 図表 10-7-1「平成 24 年 7 月九州北部豪雨災害時の緊急を要する物品購入に係る

事務取扱い」の『準用にあたっての注意点』 
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図表 10-7-3 災害対応に伴う緊急を要する業務委託契約等に係る事務取扱い 
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図表 10-7-4 図表 10-7-3「災害対応に伴う緊急を要する業務委託契約等に係る事務取扱い」 

       の『準用にあたっての注意点』 
 

  
  

◆事務取扱い（抜粋）

５万円未満 不要 （通常でも登録不要としている）

５万円以上～契約事務取扱規則 （通常は総務局長決裁としている）

                第１４条の２に掲げる

                随意契約の限度額

　※  契約事務取扱規則第１４条の２に掲げる随意契約の限度額（契約事務マニュアルＰ39,40）
　※　熊本市業務委託契約等に係る競争入札参加資格者等に関する要綱別表第１に規定する
　　　 歳出科目については、契約検査総室へ要相談とする。

５万円未満 不要 （通常でも登録不要としている）

５万円以上～契約事務取扱規則 （通常は総務局長決裁としている）

                第１４条の２に掲げる

                随意契約の限度額

　※  契約事務取扱規則第１４条の２に掲げる随意契約の限度額（契約事務マニュアルＰ39,40）
　※　熊本市業務委託契約等に係る競争入札参加資格者等に関する要綱別表第１に規定する

　　　 歳出科目については、契約政策課へ要相談とする。

◆合議の方法（抜粋）

名簿未登録に対する合議

合議の方法

実施伺い中の文言

　※　合議先：契約検査総室受付トレイを設定すること。
　※　各課は、後日、災害対応分として取りまとめのうえ各所属局長へ報告するとともに契約検査総室
　　　 へ合議すること。
　※　契約検査総室は、後日、災害対応分として取りまとめのうえ市長へ報告する。

名簿未登録に対する合議

合議の方法

実施伺い中の文言

　※　合議先：契約政策課受付トレイを設定すること。

　※　各課は、後日、災害対応分として取りまとめのうえ各所属局長へ報告するとともに契約政策課
　　　 へ合議すること。

　※　契約政策課は、後日、災害対応分として取りまとめのうえ市長へ報告する。

災害対応時

名簿未登録に係る契約政策課合議の必要性

要

～　準用にあたっての注意点　～

通知文中、２ページについては、下記のとおり読み替えをお願いします。

名簿未登録に係る契約検査総室合議の必要性

要

災害対応時

各所属課長まで決裁の後、契約政策課へ合議する

実施伺い（契約事務マニュアルＰ75，78，107 ＳＴＥＰ4）に下記の文言を記

載する

平成２８年熊本地震復旧（予防）対策として緊急を要するため、やむ

を得ず未登録の相手方と契約するものである

各所属課長まで決裁の後、契約検査総室へ合議する

実施伺い（契約事務マニュアルＰ75，78，103 ＳＴＥＰ4）に下記の文言を記
載する

九州北部豪雨災害復旧（予防）対策として緊急を要するため、やむを得ず
未登録の相手方と契約するものである 第
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②発災から 10 日経過後 

発災直後は、①に記載した方法によって、随

意契約の範囲内であれば震災対応に伴う緊急

を要する物品等の購入については問題はなか

ったが、発災から 10 日を過ぎる頃になると、

各課の通常業務遂行上必要となる物品等の調

達も必要となってきた。 

この時期、通常の契約業務が中止されていた

ことから、各課は業務の遂行上必要となる物品

等の調達は、各課で執行可能とされている「購

入の代行」の限度額5万円以下の購入と規定さ

れており、その規定から必要量の購入が出来な

いことが課題となってきた。 

契約政策課には各課から「通常の契約業務を

再開してもらわないと業務が滞る」との意見が

多数寄せられるようになったため、契約業務再

開を検討するにあたり、4月 26日から「緊急等

に必要な物品調査」を実施することとした。 

しかし、通常の契約業務が再開されるまで待

てない課の5万円を超える物品の購入について

は、その対応措置として各課による「購入の代

行」の実施を規定した熊本市物品会計規則第11

条の 2第 1項第 8号「契約政策課長が特に認め

たもの」の規定により、契約政策課長へ「購入

の代行」の合議を行うことで購入を可能とする

対応を行った。しかし今後の対応としては、今

回の状況を検証し、通常の契約業務中止期間を

最小限にとどめるための方法等の検討が必要

であると考えられる。 

 
図表 10-7-5 熊本市物品会計規則第 11 条の 2 の規定 

 

 
③震災から 3 週間目以降 

震災から 3 週間を経過した 5 月 6 日には、4

月 26 日から実施していた「緊急等に必要な物

品調査」を踏まえて、通常の契約業務となる

「物品購入依頼」を再開することとし、その

周知を同日全庁電子掲示板で周知した。 

震災後 2ヶ月を経過すると、発災直後に各課

が行った緊急な対応のために必要となった物

品の購入や委託業務処理において、4月 18日付

けの緊急を要する場合の事務取扱い（図表

10-7-1・3 参照）で示していた随意契約の範囲

内を超えて、やむを得ず契約を行ったものがあ

り、その処理の仕方はどうすればよいかという

相談が多く寄せられるようになった。そこで、

その事務処理に対しての経緯等を示した顛末

書を求めるとともに地方自治法施行令第167条

の 2第 1項第 5号「緊急な必要により競争入札

に付することができないとき」の規定に基づき

契約処理を行った。 

 

○熊本市物品会計規則（抜すい）

(購入の代行)
第11条の2　前条の規定にかかわらず、次に掲げる物品の購入は、物品管理者において代行する
  ことができる。
  (1)　契約政策課で契約した単価契約品
  (2)　消耗品類に属するもののうち食糧品、郵便切手、ハガキ、収入印紙、植物、図書、新聞、
     雑誌、法規追録、飼料、賄材料品及び公共交通機関の利用に係るICカード
  (3)　備品類に属するもののうち陳列のために購入する美術品、工芸品、標本、図書及び動物
  (4)　報償費に属するもののうち記念品、見舞品、賞品等で購入する1件金額(同時に契約する
     金額の合計)が5万円以下のもの
  (5)　出張先又は東京事務所で購入する物品
  (6)　市立学校で使用する名票、学力検査及び知能検査に係る物品
  (7)　購入する1件金額(同時に契約する金額の合計)が5万円以下(市立学校にあっては、10万
     円未満)のもの(前各号に規定するものを除く。)
  (8)　前各号に掲げるもののほか、契約政策課長が特に認めたもの
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（２）災害復旧工事等の契約 

①発災直後 

震災直後、工事等の入札・契約に関する業

務においても、各課の震災応急復旧への対応

と工事契約課職員による避難所支援を最優先

させる必要があり、また、本市登録業者の被

災等により入札参加が可能かどうか、応札済

みであっても業者が施工可能かどうか確認で

きないことなどから、入札・契約関係の業務

を一時中止することとした。更に、予算の執

行凍結とともに、例年 4 月下旬に実施する工

事等競争入札参加資格の審査に基づく平成

28 年度の登録業者の確定ができないため、新

たな公告の発出も困難となった。 

そこで、まず平成 28 年 4 月 18 日に「建設

工事等の入札手続きの中止について」を全庁

電子掲示板へ掲示し、現在公告中の案件およ

び各課から契約依頼のあった一般・指名競争

入札案件について手続きを中止するととも

に、平成 28 年度第１四半期の契約依頼の受

付についても当面中止することとし、各課へ

の通知を行った。 

 
図表 10-7-6 緊急工事等の事務取扱いフロー 
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熊本地震に伴う緊急工事等の対応につい

ては、現場対応を優先し、工事契約課への報

告は事後でよいとする手続きの簡略化を図

るため、4 月 19 日付けで「緊急工事等の対応

について」を全庁電子掲示板へ掲示した。な

お、詳細は緊急工事等留意事項または緊急工

事等の事務取扱いフロー(図表 10-7-6 参照）

を確認するように周知した。併せて、4 月 15

日に技術管理課が全庁電子掲示板へ掲示し

た「大規模災害に伴う緊急作業委託マニュア

ルの運用について」の通知も確認するように

改めて求めた。   

このほか、本市では、大規模災害時の支援

活動に関する協定に基づき、各種業界団体へ

支援活動の協力を要請できることとしてい

た。このことから今回の震災被害に対して早

急な復旧に取り掛かるため、復旧工事に関す

る建設コンサルタント業務に当たっては、平

成 28 年 4 月 21 日付けで「平成 28 年熊本地

震災害における復旧工事に関する建設コン

サルタント業務等委託の適切な発注につい

て」を通知し、地方自治法施行令第 167 条の

2 第 1 項第 5 号および熊本市契約事務取扱規

則第 15 条第 1 項第 1 号により、緊急を要す

る随意契約における見積書の徴取等の簡略

化の規定を適切に活用し、迅速な発注を進め

るよう通知した。

図表 10-7-7 熊本市契約事務取扱規則第 15 条第 1 項第 1 号の規定（第 14 条は参考） 

 
 
また、発災時点で施工中の工事において、

一時中止せざるを得なくなった工事につい

ての事務取扱に関しては、「工事一時中止の

取扱いについて」の通知を 4 月 21 日付けで

行い、熊本市公共工事請負契約約款第 20 条

（工事の中止）および「土木工事一時中止ガ

イドライン（案）平成 27 年 11 月」に基づく

適切な対応を行うよう求めた。 
 
 
 
 
 
 

○熊本市契約事務取扱規則（抜すい）

(予定価格)
第14条　契約担当者は、随意契約によろうとするときは、第9条の規定に準じて予定価格を定めなけ
 ればならない。
2　 契約担当者は、次の各号に定める契約を締結しようとするときは、予定価格を記載した書面の作
  成を省略することができる。
   (1)　次条各号に掲げる契約の種類に応じ、当該各号に定める金額を超えない契約をするとき。
   (2)　新聞、定期刊行物、追録等で価格が特定されているものに係る購入契約をするとき。
   (3)　契約の相手方が特定されるものに係る契約をするとき。
   (4)　災害等の緊急を要するものに係る契約をするとき。
   (5)　法令その他で価格が特定されているものに係る契約をするとき。
   (6)　国又は他の地方公共団体と契約するとき。
   (7)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に認める契約をするとき。

(見積書の徴取)
第15条　契約担当者は、随意契約によろうとするときは、2人以上の者から見積書を徴さなければな
 らない。ただし次の各号のいずれかに該当するときは、1人のみの見積書の徴取で足りるものとする。
   (1)　第14条第2項第2号から第4号までのいずれかに該当するとき。
   (2)　予定価格が5万円以下の契約をするとき。
   (3)　令第167条の2第1項第1号に該当する場合であって、同項第3号に規定する物品を買入れ、若
       しくは役務の提供を受けるとき又は同項第4号に規定する物品を買い入れるとき。
   (4)　令第167条の2第1項第3号又は第4号に該当するとき。
   (5)　前各号に掲げるもののほか、市長が特に認める契約をするとき。
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図表 10-7-8 熊本市公共工事請負契約約款第 20 条の規定 

 

 
 
②発災から 10 日経過後  

震災直後から、電子入札システムによる工事

等の入札を中止していたことから、入札再開の

ための検討を行うため、登録業者を対象に「く

まもと県市町村電子入札システムの利用状況

について」の調査票を 4 月 25 日付けでＦＡＸ

により送付し、電子入札システムの利用の可否

についてその状況調査を開始した。 

一方、各課に対しては、発災以降中止してい

た入札の再開検討に当たって、当面の工事案件

の発注予定を把握する必要があるため「当面の

工事等発注予定について」を 4 月 28 日に送付

し調査を実施した。この調査の対象となる案件

の範囲は、「工事契約課へ契約依頼し、一般競

争入札（事前・事後）、又は指名競争入札に付

する工事および工事に係る業務委託（小規模工

事、小規模業務委託、5号随契を除く）」とし

た。 

また、各課で執行している小規模工事につ

いては、平成 28 年度格付審査が実施できず、

平成 28 年度の登録名簿を作成することが出

来ない状況が続いた。そのため、当面は平成

27 年度の名簿を継続して使用することとし、

その旨関係課に通知をした。ただし、名簿の

使用に当たっては、平成 28 年度の申請がされ

ているか工事契約課で確認を行うこととして

運用した。 

 

③発災から 3週間目以降 

4 月 25日から行っていた「くまもと県市町村

電子入札システムの利用状況調査」の結果も参

考としつつ、今後の震災復旧復興工事の発注を

見据え、入札再開に向けて 5月 19日、20日に

これまで延期していた工事競争入札参加審査

委員会を開催し、終了後「平成 28 年度熊本市

工事競争入札参加資格確認通知書」を発送した。

その間、5月 17日には関係各課に対し、震災に

よる修正版「契約依頼の締切について(平成 28

年度第 1四半期分）」を全庁電子掲示板へ掲示

するなど入札再開に向けた準備を進め、5月 30

日に各課からの契約依頼の受付を再開した。 

また、熊本地震による災害発生に伴い、「特

定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図

るための特別措置に関する法律（平成8年法律

第 85号）」に基づき、5月 2日付けで公布・施

行された「平成 28 年熊本地震による災害につ

いての特定非常災害及びこれに対し適用すべ

き措置の指定に関する政令（平成 28 年政令第

213号）」および同月12日付け国土交通省告示

第735号により、許可等の有効期間の延長に関

する措置等が実施されることとなったため、5

月 25 日に関係各課に対し「熊本地震による建

○熊本市公共工事請負契約約款(抜すい）

第20条 工事用地等の確保ができない等のため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、
  火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象（以下「天災等」という。）であって受注者の
  責めに帰すことができないものにより工事目的物等に損害を生じ、若しくは工事現場の状態が変動
  したため、受注者が工事を施工できないと認められるときは、発注者は、工事の中止内容を直ちに
  受注者に通知して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。

2   発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、工事の中止内容を受注者に通知
  して、工事の全部又は一部の施工を一時中止させることができる。

3   発注者は、前２項の規定により工事の施工を一時中止させた場合において、必要があると認めら
  れるときは工期若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が工事の続行に備え工事現場を維持し、
  若しくは労働者、建設機械器具等を保持するための費用その他の工事の施工の一時中止に伴う増加
  費用を必要とし、若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。
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設業法上の特別措置」としてそれらの周知を図

るため全庁電子掲示板に掲載を行った。 

6 月に入り、入札事務の簡素化、迅速化を図

るため、総合評価一般競争入札については、対

象業種およびランクごとに定めている標準発

注額を引き上げ、対象工事を絞って実施する旨

を関係事業者に対して周知を図るため、同月13

日に「総合評価一般競争入札における発注標準

額の変更」について市ＨＰに掲載を行った。 

また、例年ゴールデンウィーク後に作成し、

各課に通知していた小規模工事の当該年度の

登録名簿についても、6 月 17 日に関係各課に

通知を行った。 

 
④発災から 6 か月以降 

東日本大震災の教訓から、震災直後からの

不調不落対策が復旧復興を進める中での大き

な課題であることの認識を持っていたため、

第 3 回定例会後の復旧復興工事の本格的な発

注を見据え、不調不落対策の第一段階として、

まず9月30日付けで舗装業種Ａランク業者を

対象とした案件については、平成 28 年度に限

り入札参加の落札制限を緩和することとし、

「舗装Ａ業者の落札制限緩和」について市Ｈ

Ｐに掲載し業者に周知を図った。 

また、10 月には、工事施工体制の確保を図

るため、現場代理人の複数工事における兼任

の要件を県と歩調を合わせ緩和することとし、

10月31日付けで関係事業者へ周知を図った。

さらに同日付けで、土木一式工事における特

定建設工事共同企業体の施工対象工事とする

基準額をこれまでの予定価格（税抜き）1 億 5

千万円から 2 億円に引き上げることとし、そ

の周知のため「土木一式工事における特定建

設工事共同企業体の施工対象工事とする予定

価格の額の変更について」を市ＨＰに掲載し

た。 

しかし、不調不落対策を順次行ってきたに

もかかわらず、12 月頃から入札の不調、不落

の増加する傾向が見られたため、12 月 12 日

と平成29年 1月 5日の2回にわたり登録業者

に対して「震災復旧復興工事の不調に関する

アンケート」を実施し、工事業者の実態把握

を行った。 

この調査によって不調、不落の主な原因と

しては、工事業者が既に国、県、市等の工事

を多数施工していること、協力会社や下請け

業者がいないことなどが挙げられ、また、工

期内に竣工できる見込みが立てづらいこと、

資材費や人件費等の上昇が見込まれ、予定価

格では対応できないおそれがあること等も浮

び上がった。 

そこで、不調不落対策の一つとして 1 月 11

日付けで関係各課に対し、「不調対策にかかる

発注工事の余裕工期の設定について」を通知

し、工事の設計段階における、余裕工期の確

保について積極的な活用を促した。また、設

計額対策においても、設計単価に復興係数

1.1 を乗じて算出する対策を講じるとともに、

契約後の市場価格変動に対しても工事請負額

の変更で柔軟に対応できるようにするなど対

策を講じた。 
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第８節 組織・人事 

 

１．復興に向けた組織の新設 

（１）復興部  
被災者の生活再建支援に係る業務を可能な

限りワンストップサービスで実施するととも

に、災害復興事業を統括するための組織とし

て、政策局内に復興部を設置した。各課の主

な業務は次のとおり。 
①復興総務課 
・災害復興事業に係る企画および総合調整に

関すること。 
②生活再建支援課 
・被災者の生活再建支援に係る企画および総

合調整並びに実施に関すること。 
・被災者の生活再建に係る総合的相談に関す

ること。 
③住宅再建支援課 
・仮設住宅等に係る被災者の入居および退去

の管理に関すること。 
・仮設住宅等に入居する被災者からの相談に

関すること。 
・仮設住宅の維持補修に関すること。 
・被災住宅の相談等に関すること。 

 
（２）震災廃棄物対策課  

環境局資源循環部に、震災による損壊家屋

等の解体撤去や廃棄物の処理・リサイクル等

を重点的に実施する組織として設置した。主

な業務は次のとおり。 

・震災廃棄物処理に係る企画および総合調整。 

・震災による損壊家屋等の解体・撤去、廃棄

物の処理・リサイクル等の実施。 

 

（３）震災土木施設対策課・各土木センター

改組  

都市建設局土木部に、道路・橋梁等の土木

施設の復旧対策を専管する組織として震災土

木施設対策課を設置するとともに、各土木セ

ンターの道路関係組織を改組した。内容は次

のとおり。 

①震災土木施設対策課（西部土木センター内） 

・公共土木施設等災害復旧の総合調整に関す

ること。 

・国庫補助災害復旧事業に関すること。 

②各土木センターの道路課 

・各土木センターかい相当組織である工務課

と維持課を統合し道路課へ改組。特に重要

な幹線道路整備に継続して当たるとともに、

小規模な災害復旧工事と生活道路新設・改

良・維持工事等を併せて実施。 

 

（４）その他  

熊本市民病院の再建、熊本城の復旧復元と

いった主要プロジェクトを積極的に推進する

ため、具体的な検討を行う専任チームを設置

した。主な業務は次のとおり。 

①熊本市民病院再建プロジェクト 

・熊本市民病院の再建に向けた基本的考え方

に基づき、病院の移転建替えを推進。 

②熊本城復旧復元プロジェクト 

・地震前の熊本城の勇姿を史実に基づき蘇ら

せるとともに、特別史跡を有する都市公園

の機能を復旧し、歴史文化遺産、市民の憩

いの場、観光施設としての価値や機能を復

旧向上させる。 

 

２．復興に向けた職員体制 

（１）職員人事異動 
被災者の生活再建支援に係る業務を可能な

限りワンストップサービスで実施するととも

に、災害復興事業を統括するための組織とし

て政策局内に復興部（復興総務課、生活再建

支援課、住宅再建支援課）を設置（5 月 6 日

付け 40 人）。 

 震災による損壊家屋等の解体撤去や廃棄物

の処理・リサイクル等を重点的に実施する組

織として震災廃棄物対策課を設置（5 月 13 日

付け 14 人、7 月 27 日付け 4 人、9 月 20 日付

け 5 人）。 

 熊本市民病院の再建のため、熊本市民病院

再建プロジェクトを設置（6月 1日付け11人、
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7 月 1 日付け１人）。 

 熊本城の復旧復元のため、熊本城復旧復元

プロジェクトを設置（6 月１日付け 10 人）。 

 震災土木施設の復旧対策を専管する組織と

して震災土木施設対策課を設置（6 月 9 日付

け 21 人）。 

 被災者の生活再建支援体制の充実のため、

各区役所福祉課に地域支え合いセンターを設

置し、職員を配置（11 月 1 日付け 72 人）。 

 事務事業の見直し等により、専ら復旧・復

興に当たる人員の創出を図った（12 月 1 日付

け 81 人、震災廃棄物対策課 3 人を含む）。 

 家屋被害調査、事業所における被害調査、

みなし仮設住宅に係る事務等については、庁

内応援体制を整備するため、累次にわたり職

員に兼務を発令した。 

 
（２）職員アンケート・心のケア  

衛生管理室では、熊本地震発生後、職員の

心身の状態や被災状況を把握し、職場や職員

個人に対して適切なケアを行うなど、今後の

心身の健康管理に役立てるためアンケートの

実施等を行った。 

震災前より、サイコロジカルファーストエ

イドの資料等を収集し、整備を検討していた

「災害時の産業保健部門対応ガイドライン」

の構築を、今後、他自治体とも情報交換をし

ながら進めて行く必要がある。 
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